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「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30年８月末時点） 

 

Ⅰ 概  要 

 

大阪市では、ムダを徹底的に排除した効果的・効率的な行財政運営をめざして進めて

きたこれまでの改革を継続し、ＩＣＴの徹底活用や職員の能力を最大限引き出すことで

質の向上を図る改革を積極的に進めていくため、平成 28年８月に「市政改革プラン 2.0

－新たな価値を生み出す改革－」（以下「行革編」という。）を策定しました。この行革

編では、平成 28 年度から平成 31 年度までを取組期間とし、「質の高い行財政運営の推

進」、「官民連携の推進」、「改革推進体制の強化」の３つの柱のもと改革に取り組んでい

ます。平成 30 年７月には２年経過後の中間評価を行い策定した「市政改革プラン 2.0

【中間見直し版】」に基づき、64 件の目標とそれを達成するための 104 件の取組を設定

し、改革を推進しています。 

また、区政関連では、平成 29年１月に取りまとめた「区政の検証」で明らかとなった

課題などを踏まえて、コミュニティ豊かで住民主体の自律的な地域運営が行われる地域

社会の実現と、区長の権限・責任のもとで区行政の運営が行われるシステムのさらなる

充実をめざすため、平成 29年８月に策定した「市政改革プラン 2.0（区政編）－ニア・

イズ・ベターのさらなる徹底－」（以下「区政編」という。）に基づき、取組を進めてい

ます。この区政編では、平成 29年度から平成 31年度までを取組期間とし、「地域社会に

おける住民自治の拡充」、「区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進」の２つ

の改革の柱のもとに、32 件の目標とそれを達成するための 40 件の取組を設定し、改革

を推進しています。 

 

プランに掲げた取組については、定期的に進捗状況を点検し改善を図るなど、ＰＤＣ

Ａサイクルを推進していくこととしており、今回、平成 30年度に実施している行革編に

おける 76件の取組及び区政編における 40件の取組の８月末時点での状況について、各

所属での自己点検を行い、さらに、大阪市改革プロジェクトチームにおける所属横断的

観点による点検・評価を経て取りまとめました。 

 

平成 30年８月末時点において、行革編における「質の高い行財政運営の推進」では、

２団体の外郭団体指定解除を行ったほか、ＢＹＯＤ※１により「庁外からのメール・スケ

ジュール等の確認」が可能となる機能を実装・運用開始するなどの取組を進めました。

「官民連携の推進」では、「博物館」について、地方独立行政法人設立に向けて、権利継

承、重要な財産を定める条例等にかかる議案について調整・検討を行うなど、経営シス

テムの見直しに向けた取組を進めました。「改革推進体制の強化」では、慣らし保育期間

中においても育児休業の取得を可能とする運用に改善するなど、働きやすい職場環境づ

くりに向けた取組を進めました。 
 
※１ ＢＹＯＤ（Bring Your Own Device）…個人所有端末（個人で所有しているスマートフォンなどの

情報端末）を業務で使用する行為 
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区政編における「地域社会における住民自治の拡充」では、マンション住民を対象に

防災講座の開催や子育て支援情報の紹介など地域活動への参加やコミュニティづくり

に向けた取組を進めたほか、地域活動協議会、企業、ＮＰＯを結び付けられるよう、区

役所主催の交流会など多様な活動主体間の交流の場等を活用し連携を促進する取組を

進めました。「区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進」では、平成 29年度

の区ＣＭ制度運用上生じた課題を踏まえ、実務者用マニュアルを改訂して周知を図るな

ど、制度の運用の徹底に向け取り組んだほか、各区において区民に身近な総合行政の窓

口としての機能の充実を図るため、随時、対応ガイドブック等の更新を行い内容を充実

させるなど、さらなる区民サービスの向上に向けた取組を進めました。 

行革編については、76 件の取組のうち 74 件が計画どおり実施されていますが、計画

から遅れているものと実施できていないものが各１件あり、また区政編では、40件の取

組のうち 23件が計画どおり実施されていますが、残る 17件については計画から遅れて

いる状況です。※２ 

 

今後、現在の進捗状況を踏まえ、重点的な取組や課題を有する取組等について所属長

の率先垂範を促し、進捗が遅れている取組の改善を図るとともに、年度末と年度中間期

に目標の達成状況や取組の実施状況を点検・評価するなど、ＰＤＣＡサイクルを回しな

がら、市政改革を着実に推進してまいります。 

 

 
※２ 区政編では、各区が主体となって目標の達成に向けて実施している取組については、すべての区に

おいて計画どおりに実施できている場合にのみ「計画どおり実施できている」との評価となります。
（「（参考）全項目における取組実施状況」（ｐ100～101）参照） 
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Ⅱ 取組の実施状況 

 

行革編で掲げた平成 30 年度の取組 76 件及び区政編で掲げた取組 40 件について、

ｐ８以降にて、平成 30年８月末時点での主な取組実績の評価を行い、そこで明らかに

なった課題を踏まえて、９月以降の取組内容を明らかにしています。 

評価結果は次のとおりです。 

 

○改革の柱ごとの主な状況 
 

〔新たな価値を生み出す改革（行革編）〕 

  [評価結果一覧]  

評価結果の区分 

 

改革の柱 

平成 30 年度の
取 組 数 

平成 30 年８月末までに予定していた取組について  

計 画 ど お り 

実施できている 

 
実施しているが 

計画から遅れている 
 

 

実施できていない 

 

１ 質の高い行財政運営の推進 37 35 １ １ 

２ 官 民 連 携 の 推 進 19 19 ０ ０ 

３ 改革推進体制の強化 20 20 ０ ０ 

合 計 76 74 １ １ 

 

【改革の柱１】質の高い行財政運営の推進 
 

「市民利用施設におけるサービス向上」（ｐ９）については、自律的かつ継続的な

サービス向上に向けたマネジメントシステムの構築のため、各施設における利用者

意見の集約方法と対応方法に関する実態調査を実施しました。 

「外郭団体の必要性の精査」（ｐ21）については、平成 29 年３月に策定した「外

郭団体の方向性」に沿った大阪市の関与の見直しを行い、平成 30年４月１日付けで

２団体の外郭団体指定を解除しました。 

「業務改革の推進」（ｐ22）については、全庁的に「会議のムダをなくすチェック

リスト」等の活用促進を図ったほか、区における決裁事務の標準化を図るため副区

長専決規程を整備しました。 

「さらなる全庁的なＩＣＴの徹底活用」（ｐ23）については、ＢＹＯＤにより「庁 

外からのメール・スケジュール等の確認」が可能となる機能を実装・運用開始する

取組等を実施しました。 

その他、「施策・事業の見直し」（ｐ11）、「諸収入確保の推進」（ｐ16）、「市債残高

の削減」（ｐ17）、「財務諸表の公表と活用推進」（ｐ18）、「人事・給与制度の見直し」

（ｐ19～20）、「環境に配慮した率先的な取組」（ｐ24～25）、「市民利用施設の受益と

負担の適正化」（ｐ29）について、予定どおり取組を進めました。 

また、平成 29 年度に未達成となった目標があった項目として、「多様な納税環境
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の整備」（ｐ10）については、Web 口座振替受付サービスの利用件数の増加に向け、

固定資産税の納税通知書への勧奨チラシの同封を口座振替対象者以外の納税義務者

に拡大して実施しました。「未利用地の有効活用等」（ｐ12～13）については、境界問

題などの専門的知識を必要とする案件について、土地家屋調査士に随時相談できる

仕組みを構築しました。「未収金対策の強化」（ｐ14～15）については、大阪市債権回

収対策会議を開催し、平成 30年度の目標及び具体的取組を確認し債権管理の取組の

徹底を図るとともに、債権別行動計画に基づく取組を推進しました。「公共施設の総

合的かつ計画的な管理」（ｐ27～28）については、施設カルテの整備を着実に進める

とともに、一般施設の将来ビジョンの内容を踏まえ、個別施設計画策定にあわせて、

将来コストの全体像を把握するための調査を開始しました。 

 

一方、「迅速な災害対応ができるリスク管理」（ｐ26）については、庁舎内での耐震

対策を予定どおり進めたものの、所属業務詳細一覧等の適切な運用や検証を進める

前提となるＢＣＰの更新作業が完了していないため、今後早急に完了させ、取組を

進めます。 

 

【改革の柱２】官民連携の推進 
 

「水道」（ｐ31）については、「大阪府域水道の最適化検討について（中間報告）」

を府市で取りまとめたほか、水道法改正案に基づく新たな運営権制度の活用も含め

た官民連携手法の導入を検討しました。 

「博物館」（ｐ36）については、地方独立行政法人設立に向けて、中期目標案にか

かる評価委員会の意見を聴取したほか、権利継承、重要な財産を定める条例及び職

員引継条例にかかる議案について調整・検討を行いました。 

「一般廃棄物（収集輸送）」（ｐ37）については、「家庭系ごみ収集輸送事業改革プ

ラン」に基づき、職員定数を削減したほか、徹底的な作業管理の実施や交通事故防

止に向けた安全運転指導の徹底のため運行管理システム（ＧＰＳ車載器）の導入を

行いました。 

「ＰＰＰ/ＰＦＩの活用促進」（ｐ40）については、新たに管理職向けに「ＰＰＰ/

ＰＦＩ普及啓発研修」を実施したほか、ＰＰＰ/ＰＦＩの活用促進に向けて各所属に

おける検討を支援しました。 

その他、「下水道」（ｐ32）、「福祉施設」（ｐ35）、「弘済院」（ｐ38）、「市場」（ｐ39）、

「指定管理者制度の活用」（ｐ41）について、予定どおり取組を進めました。 

また、平成 29年度の目標が未達成であった、「幼稚園」（ｐ33）については、民営

化に向けて具体化が可能な園について、個々の園の進め方の方針をそれぞれ策定す

るため所管局と関係区との間で協議を実施し、「保育所」（ｐ34）については、平成

31年度以降に民間移管・民間委託予定の保育所について公表・公募を実施するなど

の取組を進めました。 
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【改革の柱３】改革推進体制の強化 
 

「５Ｓ、標準化、改善、問題解決力向上の推進」（ｐ46）については、管理、監督

者及び係員層を対象とした階層別研修や庁内情報誌による情報発信を実施したほか、

新たにはなまる活動表彰制度における推薦枠を設けました。 

「施策・事業のＰＤＣＡサイクルの徹底」（ｐ48～49）については、有識者会議委

員等から意見を聴取し、運営方針の策定や評価に係る手続きについて見直しを行い

ました。 

その他、「改革を推進する職員づくり」（ｐ42）、「市政改革の取組の理解と実践」

（ｐ43）について、予定どおり取組を進めました。 

また、平成 29 年度の目標が未達成であった項目として、「働きやすい職場環境づ

くり」（ｐ44）については、慣らし保育期間においても育児休業の取得を可能とする

運用の改善を行いました。「女性の活躍推進」（ｐ45）については、女性職員が能力を

十分に発揮し活躍できるよう環境整備を推進するため階層別の職員研修を実施しま

した。「コンプライアンスの確保」（ｐ47）については、重点対象所属に対し平成 29

年度のコンプライアンスアンケートの結果の説明及びヒアリングを実施しました。

「内部統制体制の確立」（ｐ50）については、７月末に公表された総務省ガイドライ

ン（たたき台）の内容を踏まえ、実施すべき取組内容の検討を開始しました。 

 

〔ニア・イズ・ベターのさらなる徹底（区政編）〕 

  [評価結果一覧〕                     

評価結果の区分 

 

改革の柱 

平成 30年度の
取 組 数 

平成 30 年８月末までに予定していた取組について  

計 画 ど お り 

実施できている 

実施しているが 
計画から遅れている 

実施できていない 

１ 地域社会における住民自治の拡充 27 14 13 ０ 

２ 区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進 13 ９ ４ ０ 

合 計 40 23 17 ０ 

 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 
 

「人と人とのつながりづくり」（ｐ51～52）については、マンション住民を対象に

防災講座の開催や親子が集う場での子育て支援情報の紹介など、地域活動への参加

やコミュニティづくりに向けた取組を行いました。 

「地域活動協議会への支援」の「②総意形成機能の充実」（ｐ72～74）については、

地域活動協議会意見交換会などの機会を活用し、役員をはじめ地域住民の理解が深

まるよう説明を行いました。 

 

一方、「地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体）」（ｐ53～63）については、全

区において、防災訓練、地域清掃活動等の誰もが気軽に参加できる活動等のきっか
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けとなるような情報の収集・発信に取り組んだほか、各地域活動協議会の会議の場

等で補助金の趣旨について説明しましたが、一部の区では予定していた地域活動協

議会の新担当者を対象とした説明会の開催に至りませんでした。 

「地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体）」（ｐ64～65）については、各区

におけるテーマ型団体に対する支援窓口の認知度向上のため、区役所主催の交流会

等の各種イベントの場などを活用し周知を行ったほか、全区においてＳＮＳなどの

ＩＣＴを活用して地域活動等の情報を発信しましたが、一部の区では予定していた

ＧＩＳを活用した「こども 110番の家」協力家庭等の情報発信に至りませんでした。 

「地域活動協議会への支援」の「①活動の活性化に向けた支援」（ｐ66～71）につ

いては、「地域カルテ」を活用し、地域活動協議会が必要とする地域課題に即した支

援を行ったほか、区のホームページや広報紙等を通じて地域活動の紹介を行いまし

たが、一部の区では予定していた地域活動協議会を紹介するリーフレットの作成に

至らなかったため、地域の意見も取り入れながら、早期に完成するよう支援します。 

「多様な主体のネットワーク拡充への支援」（ｐ75～76）については、地域活動協

議会、企業、ＮＰＯを結び付けられるよう、区役所主催の交流会など多様な活動主

体間の交流の場等を活用し連携を促進したほか、包括連携協定締結企業がもつネッ

トワークやリソースなどの強みについて、分析・整理を行ったものの、庁内ポータ

ルへの掲載に至りませんでした。 

「市民活動に役立つ情報の収集・提供」（ｐ77）については、交流の場が一過性に

終わらないようウェブサイト上に継続的な交流の場となる「掲示板」を構築したほ

か、市民活動総合ポータルサイトにおいて、住所を入力すると居住地の地域活動協

議会やその取組内容が表示される機能を追加したものの、個人登録機能については

システム構築にとどまりました。 

「地域の実態に応じたきめ細かな支援」（ｐ78～80）については、より客観的に地

域活動協議会の運営状況に係る「自律度」を示すことができるよう客観的に判断す

るための取組例を設定したほか、派遣型地域公共人材について、活用事例を庁内ポ

ータルに掲載し各区に周知しましたが、一部の区では予定していた地域活動協議会

の運営委員会等での周知に至りませんでした。 

「市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援」  

（ｐ81～82）については、地域コミュニティが主体となって古紙等の分別収集を行

うコミュニティ回収について、支援チームによる地域向け説明会の開催に取り組み

ました。しかし一部の区では地域で現在行っている事例について、中間支援組織と

の共有にとどまったため、各地域への情報提供や活用方法の検討を行います。 

 

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進 
 

「複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化」（ｐ85）については、区長会

議人事・財政部会において、複数区による区ＣＭ事業の実施に向けたルール（プロ

セス）に基づき、該当する事業を把握しました。 

「区長会議の運営についてのさらなる改善」（ｐ86）については、区長会議の見え

る化を促進するため、各区ホームページに区長会議議事概要の掲載ページへのリン
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クを設けました。 

その他、「共通して取り組むことでより効果の上がる取組の全市展開」（ｐ85）に

ついて、予定どおり取組を進めました。 

また、平成 29 年度に未達成となった目標があった項目として、「区ＣＭ制度の趣

旨に即した運用の徹底」（ｐ83）については、平成 29 年度の区ＣＭ制度運用上生じ

た課題を踏まえ、実務者用マニュアルを改訂し周知を図りました。「さらなる区民 

サービスの向上」（ｐ92～96）については、区民に身近な総合行政の窓口としての機

能の充実を図るため、各区において随時、対応ガイドブック等の更新を行い内容を

充実させました。 

 

一方、「「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進」（ｐ84）

については、学校協議会への支援や区教育行政連絡会等の充実にかかる取組を実施

しましたが、一部の区では「保護者・区民等の参画のための会議」の開催に至りませ

んでした。 

「区における住民主体の自治の実現」（ｐ87～89）については、区役所の自己評価

に対する区政会議委員からの意見に加え直接評価を受け、また委員からの意見に対

するフィードバックを行うなど、区政会議運営の改善に向けた取組を実施したもの

の、一部の区では委員の主な意見と対応等についての資料作成にとどまりました。 

「多様な区民の意見やニーズの的確な把握」（ｐ90～91）については、区民アンケ

ート調査や意見箱の設置などの取組を実施したものの、一部の区では区民アンケー

トについて内容の調整及び委託事業者の決定にとどまりました。 

「効率的な区行政の運営の推進」（ｐ97～98）については、ＰＤＣＡサイクルを全

職員に意識付けるための啓発を行ったほか、５Ｓ・標準化の取組についての研修や

取組状況についてチェックを行いましたが、一部の区では各課サーバにおけるフォ

ルダ構成の再編について、把握作業の着手にとどまりました。 
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Ⅲ 項目ごとの進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

●「29年度目標の達成状況」については、「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度

末時点）」の「Ⅲ 項目ごとの進捗状況」及び「平成 29年度末実績（未確定分）の確定に

ついて」をもとに記載しています。なお、評価の考え方は次のとおりです。 

「29年度目標の評価」欄において、「達成」・「未達成」の２つの区分で評価 

・ 目標が数値化されているもの 

→ 目標値と実績値を比較し、目標を達成しているかどうかを評価 

・ 目標が数値化されていないもの 

→ 「目標」欄に掲げられた事項を実現できているかどうかを評価 

※ 平成 29年度の目標設定がないものは「―」と記載しています。 

 

 

●「取組の実施状況」における、「30年８月末までの主な取組実績」欄の「（実施状況： ）」

の考え方は次のとおりです。 

  

平成 30年度の取組について、８月末までに予定していた取組を 

・ 計画どおり実施できている → 「○」 

・ 実施しているが、計画から遅れている → 「△」 

・ 実施できていない → 「×」 

※ 平成 30年８月末までに実施する取組がないものは「―」と記載しています。 

  

 

（平成 31年度以降の年度の表記については、便宜上「31年度」「32 年度」等としております。） 
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－新たな価値を生み出す改革－（行革編） 

【改革の柱１】質の高い行財政運営の推進 
 

柱 1-1-(1)-ア 市民利用施設におけるサービス向上 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

市民利用施設における利用

者満足度 

28 年度 83% 

29 年度 84% 

（27 年度実績 82.2％） 

88.6% 達成 30 年度 自律的かつ継続的なサービ
ス向上に向けたマネジメントシステム
の構築 

31 年度 マネジメントシステムの導
入に関する工程表の作成 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①開館日・開館時間の拡充 

（30 年度以降、⑤に集約）  

     ― 

（実施状況：―） 

・サービス向上
に向け、施設
の改善・充実
の取組を進め
るとともに、
利用者意見等
への対応に関
するマネジメ
ントシステム
を構築する必
要がある。 

― 

②トイレ等の施設改善 

（30 年度以降、⑤に集約）  

     ― 

（実施状況：―） 

― 

③附帯的なサービスの充実 

（30 年度以降、⑤に集約） 

     ― 

（実施状況：―） 

― 

④サービス向上に向け
たマネジメントシス
テムの構築及び導入
に向けた準備 

各施設における自律
的かつ継続的なサー
ビス向上に関する実
態調査及び利用者意
見等への対応に関す
るマネジメントシス
テムの構築（通年） 

・各施設における利用者
意見の集約方法と対
応方法に関する実態
調査を実施した。 

 

（実施状況：○） 

 

・実態調査の結果をもとに、利用
者意見等への対応に関するマネ
ジメントシステムを構築する。 

⑤施設の改善・充実等
のサービス向上 

・阿倍野防災センター
防災体験学習エリア
の整備 

・浪速区民センターの
トイレの洋式化等 

・天王寺動物園内の案
内表示用サイン整備
（通年） 

 

・各施設における改善や
充実の実施に向け、実
施設計や入札手続等
を進めた。 

 

（実施状況：○） 

 

 

・左記の各整備を完了する。 
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柱 1-1-(1)-イ 多様な納税環境の整備 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

利用件数 

① クレジット収納 

28 年度 15,000 件 

29 年度  60,000 件 

② Web 口座振替受付サー
ビス 

28 年度  6,000 件 

29 年度   5,000 件 

利用件数 

① 70,589 件 

②  3,986 件 

 

① 達成 

② 未達成 

利用件数 

30 年度 ① 75,000 件 

 ② 5,000 件 

31 年度 ① 77,000 件 

 ② 5,000 件 
 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①クレジット収納 

・本市のホームページや広
報紙での周知をはじめと
した様々な取組を 29 年
度と同様に行う（通年）と
ともに、固定資産税（４
月）及び市・府民税（６月）
の納税通知書や督促状等
に勧奨チラシを同封（通
年）する。固定資産税の納
税通知書に同封する対象
をこれまでの新規取得者
だけでなく、口座振替対
象者以外の納税義務者に
拡大する。 

・本市ホームページや

広報紙で周知を行う

とともに、固定資産税

（約 60 万件）及び市・

府民税（約 31 万件）

の納税通知書等に勧

奨チラシの同封を実

施。固定資産税の納税

通知書への勧奨チラ

シ同封については、口

座振替対象者以外の

納税義務者に拡大し

実施した。 

 

（実施状況：○） 

・クレジット
カード収納
の利用件数
の向上及び
Web 口座振
替受付サー
ビスの利用
件数の増加
に向け、多
様な周知方
法の検討・
実施。 

・督促状、催告書に勧奨チラシ
を同封する取組を継続する
とともに、本市が関連するイ
ベントに参加し勧奨チラシ
の配布を行うほか、オンライ
ン納付書の余白部分を活用
し、利用勧奨文言を印刷する
等、多様な周知方法の検討・
実施をする。 

②Web 口座振替受付サービス 

・本市のホームページや広
報紙での周知をはじめと
した様々な取組を 29 年
度と同様に行う（通年）と
ともに、クレジット収納
と同様に納税通知書等へ
の加入勧奨チラシの同封
対象を拡大する。また、よ
り効果の高い 29 年度試
行的に実施した固定資産
税が新規課税となる対象
者に対する利用勧奨（１
月以降）を積極的に行う。 

・本市ホームページや

広報紙で周知を行う

とともに、固定資産税

（約 60 万件）及び市・

府民税（約 31 万件）

の納税通知書等に勧

奨チラシの同封を実

施。固定資産税の納税

通知書への勧奨チラ

シ同封については、口

座振替対象者以外の

納税義務者に拡大し

実施した。 

 

（実施状況：○） 

・督促状、催告書に勧奨チラシ
を同封する取組を継続する
とともに、本市が関連するイ
ベントに参加し勧奨チラシ
の配布を行うほか、オンライ
ン納付書の余白部分を活用
し、利用勧奨文言を印刷する
等、多様な周知方法の検討・
実施をする。また、申込手続
未完了者に対しての再周知
の実施に加え、固定資産税が
新規課税となる対象者にも
利用勧奨を行う。 
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柱 1-1-(2)-ア-① 施策・事業の見直し 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

毎年度予算編成時に調整 

（29 年度予算 マイナス
シーリングの設定 ▲50
億円） 

― ― 変更なし 

（30 年度予算 マイナスシーリング
の設定 ▲51 億円） 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①各所属における自律
的な見直し 

・予算編成時のマイナ
スシーリングの設定
等による選択と集中
を促進するととも
に、各所属による効
果的な取組の他所属
への横展開を促進す
る。（通年） 

・29 年度の点検・精査
で課題を指摘した事
業について次年度予
算編成に向けて見直
し状況を進捗管理す
る。（通年） 

・複数所属にまたがる
事業、類似又は重複
する事業に横串をさ
す取組を実施する。
（通年） 

 

・点検・精査で課題を指
摘した事業につい
て、課題に対する取
組状況の進捗管理
（ヒアリング等）を
実施した。 

・複数所属にまたがる
事業・類似又は重複
する事業について、
横串をさす取組の実
現可能性の精査及び
関係所属との調整を
実施した。 

 

（実施状況：○） 

・進捗管理をし
ていく中で、
効果検証及び
新たな目標設
定や手法など
課題に対する
取組が充分な
ものであるか
確 認 する な
ど、ＰＤＣＡ
サイクルを徹
底した自律的
な見直しを促
す 必 要が あ
る。 

・複数所属にま
たがる事業、
類似又は重複
する事業につ
いては、主体
の あ り方 な
ど、さらなる
精査が必要で
ある。 

・31 年度予算編成においてマイナ
スシーリングを設定し、各所属
による選択と集中や行財政改革
の推進による自律的な改革を促
すとともに、各所属において実
施している効果的な見直しにつ
いて横展開の促進を図るため、
予算編成において各所属で実施
された他所属でも活用可能な見
直し事例を庁内ポータルへ掲載
する。 

・引き続き、点検・精査で課題を
指摘した事業について 31 年度
予算編成に向けて見直し状況を
進捗管理する。 

・複数所属にまたがる事業、類似
又は重複する事業について、さ
らなる精査に基づき、事業の実
態に応じ関係所属との調整を行
うなど、引き続き横串をさす取
組を実施していく。 

 

②市政改革プラン等に
基づく見直し 

・見直しが完了してい
ない施策・事業につ
いて、市政改革プラ
ン等に基づく見直し
が着実に実施される
よう、関係所属と十
分な調整を行いなが
ら進捗管理を行う。
（通年） 

・見直しが完了してい
ない事業について、
関係所属にヒアリン
グを実施。 

 

（実施状況：○） 

・31年度予算に
おいて、見直
し効果額を反
映 さ せる た
め、関係所属
間で引き続き
調整を行う必
要がある。 

・31 年度予算編成通知において、
施策・事業の見直し状況につい
て照会を実施。 

・該当事業を所管する所属に対す
るヒアリングを実施。 

・関係所属間で引き続き調整を行
い、31 年度予算において見直し
効果額を反映させる。 
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柱 1-1-(2)-イ-① 未利用地の有効活用等 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

売却収入目標額 

 28 年度 153 億円 

 29 年度 140 億円 

 （27 年度実績 94 億円） 

 

108 億円 

（312 億円） 

（決算見込み） 

（ ）内は 28 年
度からの累計 

未達成 

 

※28 年度か
らの累計で
は 293 億円
に対し、
312 億円の
実績になっ
ている。 

売却収入目標額 

30 年度 90 億円 

    （383 億円） 

31 年度  90 億円 

    （473 億円） 

（ ）内は 28 年度からの累計 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①進捗管理と売却の促 
進 

・未利用地の有効活用
等に向けた諸課題・
スケジュールの確認
や、商品化の進捗管
理を図るため、資産
流動化プロジェクト
用地チームによるヒ
アリングを継続的に
実施する。（通年） 

・活用支援体制による
所属間調整等の基盤
的役割を積極的に担
い、未利用地の有効
活用促進を図る。（通
年） 

・年々、売却が困難とな
ってきている現状の
要因を分析し、その
結果に基づいて課題
の解消に向けた新た
なサポートの仕組み
構築を検討する。（通
年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・未利用地の有効活用等に
向けた商品化の進捗管理、
処分目途の再精査や、まち
づくり等の観点から資産
流動化プロジェクト用地
チーム会議において現状
把握や課題抽出、解消に向
けた取組検討などを実施。
（４月） 

・未利用地の処分目途の進
捗管理及び活用区分の再
精査に向け、各未利用地の
実態調査を実施。（８月） 

・所管局と区が、未利用地の
有効活用等の検討・取組に
関する情報を共有。（８月） 

・東住吉区が進める矢田南
部地域などの未利用地を
活用したまちづくりに関
して、進め方の検討や関係
先調整等を実施。（４～８
月） 

・売却（商品化）が困難とな
っている主な案件につい
て、土地を所管する所属と
協力して課題抽出を行い、
専門家（弁護士、不動産鑑
定士、土地家屋調査士）を
交えて売却促進に向けた
検討会を実施。 
（８月） 
 

（実施状況：○） 

・市税収入は依然
として低い水準
にあり、未利用
地の売却（特に
売却が困難なも
のについての売
却促進に向けた
取組）や貸付等
による有効活用
を一層推進し、
引き続き歳入確
保に努める必要
がある。 

・未利用地におい
て、売却が極め
て 困 難 な も の
や、事業の実施
までに相当期間
を要するものな
どについて、長
期又は暫定的な
貸付による有効
活用を促進する
観点から、『未利
用地に係る定期
借地制度等運用
指針（定借ルー
ル）』の有効性等
を検証し、必要
に応じて見直し
も検討する必要
がある。 

・引き続き、資産流動化プ
ロジェクト用地チーム
によるヒアリング（30
年度売却、31 年度売却
予定等）を実施。（10、
1 月） 

・全未利用地を対象に各
所属と調整し、活用区分
の再精査を実施。 

・区などが進める未利用
地を活用したまちづく
りに関して、引き続き積
極的なサポートを実施。 

・売却（商品化）が困難と
なっている主な案件に
ついて、専門家（弁護士、
不動産鑑定士、土地家屋
調査士）を交えた検討会
での意見や議論を踏ま
え、更に売却促進に向け
て取組を進める。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

②専門的な知識やノウ
ハウの情報共有化 

・資産流動化プロジェ
クト用地チームにお
けるプロジェクトメ
ンバー会議による情
報提供・共有を図る。
（通年） 

・土壌汚染調査及び地
下埋設物調査などの
調整や整理について
引き続きサポートを
実施する。（通年） 

・商品化作業における
専門的知識を必要と
する境界確定等にお
いて、専門家（土地
家屋調査士）による
随時相談等を新たに
実施し、商品化を促
進する仕組みの構築
を図る。（通年） 

・用地チームプロジェクト
メンバー会議を実施し、各
所属への情報提供・共有を
図った。 

・土壌汚染調査等について、
商品化を迅速に進めるた
め、外部発注業務の設計書
作成や検査等に対する技
術的支援を実施。 

（４～８月：２所属２件） 

・各所属における商品化作
業において、境界問題など
の専門的知識を必要とす
る案件について、土地家屋
調査士に随時相談できる
仕組みを構築し、各所属へ
の周知を行い、相談依頼を
受けて相談を実施。 
（４～８月：４所属７件） 

 

（実施状況：○） 

・継続的に用地チームプ
ロジェクトメンバー会
議による情報提供・共有
を図る。 

 ・継続して売却に向けた
商品化促進を図るため
の外部発注業務の設計
書作成や検査等に対す
る技術的支援を実施。 

・さらに、専門家（土地家
屋調査士）への相談実施
についても継続的に実
施。 

  

③貸付検討地の有効活
用 

・新たに未利用地とな
ったものについて、
貸付検討地の抽出を
行い、未利用地活用
一覧に反映・更新を
実施する。（通年） 

・用地チームプロジェ
クトメンバー会議に
おいて、貸付検討地
の精査を実施し、情
報共有を図る。（通
年） 

 

・施設や事業の廃止等に伴
って新たに未利用地とな
ったものについて、貸付検
討地の抽出を行い、未利用
地活用一覧に反映・更新を
実施。（８月） 

・用地チームプロジェクト
メンバー会議において、貸
付検討地の再精査（更新）
を行うとともにその状況
を報告し、情報共有を図っ
た。（８月） 

 

（実施状況：○） 

・用地チームプロジェク
トメンバー会議におい
て、貸付検討地の進捗管
理を行い、有効活用の促
進を図る。（10 月、１月） 

・貸付の推進に向けて、31
年度予算に計上する貸
付検討地などについて、
用地チームによるヒア
リングを実施。（10 月） 

・暫定的な貸付による有
効活用と併せて長期的
な貸付も効率的に活用
する観点から、昨年度に
策定した『定期借地制度
等運用指針』の有効性等
を検証し、必要に応じて
見直しも検討する。 
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柱 1-1-(2)-イ-② 未収金対策の強化 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目
標の評価 

30 年度以降の目標 

・未収金残高 

 28 年度 465 億円以下 

 29 年度 435 億円以下 

（27 年度実績 511 億円） 

・未収金残高 

 29 年度決算見込 

442 億円 

未達成 ・未収金残高 

 30 年度 428 億円以下 

 31 年度 413 億円以下 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①債権別の行動計画に基づ
く取組 

・30 年１月末の未収金残
高の状況をもとに出納
整理期間の取組を徹底
するため、４月に大阪市
債権回収対策推進会議
を開催する。 

・７月頃に各債権所管に
対し、29 年度の取組実
績及び 30 年度の目標
と具体処理策に係るヒ
アリングを実施し、対応
に係る指導を行う等、年
間を通じて進捗管理を
行う。 

・８月に大阪市債権回収
対策会議を開催し、30 
年度の目標及び具体的
取組を確認する。 

・年度後半の取組強化及
び進捗管理のため、10 
月末及び１月末の未収
金残高の状況に基づき、
大阪市債権回収対策推
進会議を随時開催する
ほか、大阪市債権回収対
策会議を必要に応じて
開催する。 

・７月末、10 月末、１月
末の未収金の削減状況
を取りまとめ、ホームペ
ージで公表する。 

・債権別行動計画に基づ
く取組を推進する。 

 

 

 

・４月に大阪市債権回
収対策推進会議を開
催し、出納整理期間
の取組強化など、未
収金対策の取組の徹
底を図った。 

・６月～７月に各債権
所管に対し、29 年度
の取組実績及び 30年
度の目標と具体処理
策に係るヒアリング
を実施する等、進捗
管理を行った。 

・８月に大阪市債権回
収対策会議を開催
し、30 年度の目標及
び具体的取組を確認
し、債権管理の取組
の徹底を図った。 

・法的措置の徹底等、債
権別行動計画に基づ
く取組を推進した。 

 

（実施状況：○） 

・いまだ、多額
の未収金残高
が存在するた
め、引き続き、
全市的な未収
金対策に取り
組み、目標達
成に向け、よ
り一層の進捗
管理及び総括
的な指導を実
施する必要が
ある。 

・29 年度は現年
度分について
は、目標を達
成したが、過
年度分におい
て目標が未達
成であったこ
とから、過年
度分対策を強
化するととも
に、現年度分
についても、
より一層の取
組の継続が必
要となる。 

 

 

 

 

 

 

・30 年度中に消滅時効期間を
経過する予定の債権で、滞納
者一人あたりの滞納金額が
10 万円以上の債権につい
て、滞納者数・金額の把握及
び対応状況の追跡調査を実
施し、対応状況が思わしくな
い債権所属に対する指導を
徹底するとともに、取組の進
捗管理、取組内容の認識共有
を図る。 

・10 月末及び１月末の未収金
残高の状況に基づき、31 年
１月～２月頃及び４月に大
阪市債権回収対策推進会議
を開催し、年度後半の取組強
化及び進捗管理を行う。ま
た、進捗状況に応じて、随時
の大阪市債権回収対策推進
会議、必要に応じて大阪市債
権回収対策会議を開催し、取
組強化を図る。 

・７月末、10 月末、１月末の未
収金の削減状況を取りまと
め、ホームページで公表す
る。 

・引き続き、債権別行動計画に
基づく取組を推進する。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

②「ＯＪＴによる徴収事務
担当者の育成」等 

・徴収及び滞納整理のノ
ウハウを市債権回収対
策室と各所属が共有で
きるよう、「ＯＪＴによ
る徴収事務担当者の育
成」等を実施する。（通
年） 

・債権管理・回収業務支援
弁護士を活用した研修
会等を実施する。（通年） 

・各所属の徴収ノウハ
ウ向上のための取組
として、下記の研修
を実施した。 

・ＯＪＴ研修を、より多
くの所属が参加でき
るよう配慮のうえ実
施。 
前期（７月～10 月） 
６所属 ６人 

・債権管理・回収業務支
援弁護士を活用した
債権管理・回収研修
会を実施。（５月～８
月） 
基本編 ５講義 
（10 回） 
 

（実施状況：○） 

・各所属の徴収
ノウハウを向
上させ、所属
内で継承及び
蓄積されるこ
とを支援する
ため、取組を
継続する必要
がある。 

 

・徴収及び滞納整理のノウハ
ウを市債権回収対策室と各
所属が共有できるよう、「Ｏ
ＪＴによる徴収事務担当者
の育成」等を引き続き実施す
る。 

・ＯＪＴ研修 

後期（11 月～31 年２月）６
所属 ６人（予定） 

・債権管理・回収研修会 

発展編 ５講義（５回）（予
定） 
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柱 1-1-(2)-イ-③ 諸収入確保の推進 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 29 年度目標の評価 30 年度以降の目標 

広告事業効果額 

広告料収入の大幅な減少が
見込まれる状況において
も、「市政改革プラン 2.0」
の取組期間中、５億円程度
を確保する。 

 

28 年度 5.1 億円 

29 年度 5.6 億円 

(27 年度実績 5.3 億円) 

29 年度広告事
業効果額 

6.5 億円 

達成 「市政改革プラン 2.0」の取組期
間中、５億円程度を確保する。 

 

30 年度広告事業効果額 

5.9 億円 

※31 年度の目標は、進捗状況を
踏まえて 30 年度中に設定予定。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の 
取組内容 

（課題に対する対応） 

①媒体別の取組方針に基づ
く広告主獲得の取組の推進 

・ネーミングライツパート
ナー一斉募集の周知方法
について検証を行い、認知
度向上に向けた手法を検
討した上で（上期）、一斉
募集を行う。（下期） 

・広告掲載にかかる規制業
種について、各所属の意
見も踏まえ、規制緩和に
向け検討する。（通年） 

・周知方法について、広
告事業推進プロジェク
トチーム幹事会等にお
いて検討し、一斉募集
に向けて対象施設等を
各所属に照会した。 

・広告掲載にかかる規制
業種について、広告事
業推進プロジェクトチ
ーム幹事会等におい
て、規制緩和に向けた
検討を行った。 

 

（実施状況：○） 

・取組は計画通り
実施し、目標額
を達成できる見
込みであるが、
今後改修工事に
より大幅な減収
が予測される媒
体もあり、引き
続き広告主獲得
に向けて取組を
進める必要があ
る。 

・募集施設等を集約し、
一斉募集を実施する。
募集時期に合わせて
周知を行う。 

・国の動向等に留意し、
引き続き規制緩和に
向けた検討を行う。 

②広告代理店の参入を促進す
る制度の構築 

・協力広告代理店の募集を
実施する。（通年） 

・31 年度に同制度の対象と
する媒体の集約・公表を
行う。（３月頃） 

・協力広告代理店の募集
を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、協力広告代
理店の募集を実施す
る。 

・31 年度に同制度の対
象とする媒体の集約・
公表を行う。 

③媒体別の目標効果額の設定
による全庁的な進捗管理と
他団体事例等の共有による
取組の強化 

・30 年度実施状況調査を実
施する。（年５回） 

・広告事業推進プロジェク
トチーム幹事会で各所属
の取組状況等を情報共有
する。（年２回） 

・31 年度の媒体別目標効果
額を設定する。（11 月頃） 

・30 年度実施状況調査を
実施した。（５月末、７
月末） 

・広告事業推進プロジェ
クトチーム幹事会で各
所属の取組状況等を情
報共有した。（６月） 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、30 年度実施
状況調査を実施する。 

・広告事業推進プロジェ
クトチーム幹事会で
各所属の取組状況等
を情報共有する。 

・31 年度の媒体別目標
効果額を設定する。 
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柱 1-1-(2)-ウ 市債残高の削減 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

実質市債残高倍率 

５大市の状況を勘案し、 
次のとおり設定。 

32 年度予算編成時 1.8 倍
以内※ 

 

※府費負担教職員制度の見
直しに係る影響が現時点
で不明であるため、決算
の状況等を確認して再検
討する。 

 

（26 年度実績 2.8 倍） 

（参考） 

30 年度予算編成
時における 30 年
度末見込  2.04
倍 

― 変更なし 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①事業の選択と集中に
よる市債残高の削減 

・市改革プロジェクト
チーム等で全市的な
議論を行い、事業の
選択と集中を図る。
（予算編成時等） 

・市改革プロジェクト
チーム会議におい
て、29 年度の取組実
績等について報告を
行った。 

 

※実質市債残高倍率 

28 年度決算 2.43 倍 

→29年度決算 2.14 倍 

 

（実施状況：○） 

・31年度予算編
成 に おい て
も、新規の市
債発行額の抑
制に取り組む
必要がある。 

・府費負担教職
員制度の見直
しに係る影響
等を踏まえ、
目標（実質市
債残高倍率）
の再検討を行
う 必 要が あ
る。 

・31 年度予算編成において、市債
残高の状況や将来の財政負担を
勘案のうえ、裁量経費にかかる
起債収入について、マイナスシ
ーリングを設定するなど、市債
残高の削減に向けた取組を継続
する。 

・目標（実質市債残高倍率）につ
いて、29 年度決算や他都市の状
況等を踏まえて、31 年度予算編
成過程の中で再検討を行う。 
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柱 1-1-(2)-エ 財務諸表の公表と活用推進 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

・会計別財務諸表の公表資
料が分かりやすいと回答
する市民の割合 

29 年度 30％ 
 
・事業マネジメント等への
活用ができると考えてい
る担当職員の割合 

29 年度 60％ 
 

61.1％ 
 
 
 
 
72.4％ 

達成 
 
 
 
 

達成 

施策・事業の見直し等に向けた財務諸
表の活用 
 
30 年度 財務諸表を活用した事業費
の把握、分析に向けた制度設計 
31 年度 財務諸表を活用した事業分
析の取組体制の整備 
 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①市民にとって分かり
やすい公表資料の作
成・公表 

・市政モニターアンケ
ート結果を踏まえ、
財務諸表の概要版な
どの公表資料をより
分かりやすく改善
し、ホームページへ
掲載する。（10 月頃） 

・29 年度決算財務諸表の
公表に向けて、各勘定科
目の計数の検査を行う
とともに、市政モニター
アンケート結果を踏ま
えた、より分かりやすい
公表資料を作成するた
めの検討を行った。 

 

（実施状況：○） 

・市政モニターア
ンケートから分
かった財務諸表
に対する多様な
市民ニーズに応
えるには、公表
資料の内容に関
して、さらなる
改善の余地があ
る。 

・市政モニターアンケート
結果を踏まえ、財務諸表
の概要版などの公表資料
を多様な市民ニーズに応
えられるようより分かり
やすく改善し、ホームペ
ージへ掲載する。 

②事業マネジメント等
への活用の推進 

・新たな汎用的な財務
諸表等の活用例を検
討・作成するととも
に、全市的な活用に
向けた取組を行い、
順次、全所属へ周知
する。（通年） 

・庁内ポータルで複式
簿記に関する資料や
財務諸表等の活用例
を定期的に発信する
とともに、簿記基礎
研修や財務諸表等活
用研修を実施する。
（通年） 

・財務諸表を活用した
事業費の把握、分析
に向けた内容検討を
行う。（通年） 

・市民利用施設の受益と負
担の適正化への活用に
ついて、フルコストによ
る受益者負担率の見え
る化に向けた検討を行
うとともに、市民利用施
設の行政コストの点検・
精査に財務諸表等を活
用した。 

・庁内ポータルで複式簿記
に関する資料や財務諸
表等の活用例の定期的
な発信とともに、簿記基
礎研修（30 年６月）を実
施した。 

・財務諸表を活用した事業
費の把握、分析につい
て、内容検討に資するた
めの先行事業の選定及
び関係所属との調整を
行った。 

 

（実施状況：○） 

・財務諸表等の事
業マネジメント
への活用具体化
を進めるために
は、官庁会計の
代替ツールとし
て財務諸表等を
用いたマネジメ
ントを行うメリ
ットをより一層
浸透させるなど
の各所属の自律
的な活用を促す
環境整備を進め
る必要がある。 

・新たな汎用的な財務諸表
等の活用例を検討・作成
するとともに、全市的な
活用に向けた取組を行
い、順次、全所属へ周知
する。 

・引き続き、庁内ポータル
で複式簿記に関する資料
や財務諸表等の活用例を
定期的に発信するととも
に、財務諸表等活用研修
を実施する。 

・財務諸表を活用した事業
分析について、先行実施
した結果を分析・検証し、
制度設計を行う。 
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柱 1-1-(2)-オ 人事・給与制度の見直し 

 

目標の達成状況 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

●市長部局の職員数 

 経営システムの見直し
等を除き、約 1,000 人削
減。 

 

28 年 10 月 20,610 人 

29 年 10 月 20,410 人 

31 年 10 月 19,900 人 

(27 年 10 月実績 20,920 人 ) 

 

また、経営システムの見
直し等を推進（地下鉄、
バス、水道、下水道、幼
稚園、保育所、博物館、
一般廃棄物（収集輸送）、
弘済院、市場）。 

あわせて、区役所におけ
る職員の適正配置を進
める。 

29 年 10 月時点 

    19,781 人 

（削減総数▲1,139 のう
ち、経営システムの見
直し▲580を除く削減
数は▲559） 

達成 ●市長部局の職員数 

経営システムの見直し等や、
万博、Ｇ20 等の期間を限定
した臨時的な増員を除き、27
年 10 月と比較して 1,000 人
削減 

28 年 10 月  ▲310 人 

29 年 10 月  ▲510 人 

30 年 10 月  ▲750 人 

31 年 10 月 ▲1,000 人 

また、経営システムの見直し
等を推進（水道、幼稚園、保
育所、博物館、一般廃棄物（収
集輸送）、弘済院、市場）。 

あわせて、区役所における職
員の適正配置を進める。 

 

 

●給与カットを継続して実施。  

・市長部局及び水道局 

給 料 月 額 の カ ッ ト
▲1.5%～▲6.5%、管理
職手当のカット▲５% 

（29 年度末まで） 

年間削減効果額 

28 年度 ▲29.4億円 

29 年度 ▲30.7億円 

・交通局 

給 料 月 額 の カ ッ ト  
▲３%～▲20%、管理職
手当のカット▲５% 

（29 年度末まで） 

年間削減効果額 

28 年度 ▲23.2 億円 

29 年度 ▲23.2 億円 

 

・市長部局及び水道局 

給 料 月 額 の カ ッ ト
▲1.5%～▲6.5%、管理
職手当のカット▲５% 

29 年度年間削減効果額 

▲30.7億円 

・交通局 

（29 年度末まで） 

給 料 月 額 の カ ッ ト  
▲３%～▲20%、管理職
手当のカット▲５％ 

29 年度年間削減効果額  

▲23.2億円 

達成 ●給与カットを継続して実施。 

・市長部局及び水道局（部長級
以上の職員） 

給料月額のカット▲4.5%～
▲6.5%、管理職手当のカッ
ト▲５% 

（32 年度末まで） 

30 年度年間削減効果額 

▲1.2億円 

●技能労務職員の給与につい
て、人事委員会による公民較
差等の実態調査結果や、技能
労務職員給与検討有識者会
議での意見を踏まえた見直
しを行う。 
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①スリムで効果的な業務
執行体制の構築と職員
数の削減 

・31 年度に向けた要員・
組織管理の方向性を
決定し、適正に人員・
組織マネジメントを
行う。（通年） 

・各区の意見や業務実態
を精査し、あるべき配
置基準を作成し、適正
配置につなげる。（通
年） 

・31 年度に向けた要員・
組織管理の方向性を
検討した。 

・各区の意見や業務実態
を分析し、課題を把握
した。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、今
後の退職者数
の減少や新た
な行政需要へ
の対応につい
て 検 討 が 必
要。 

・各区の規模の
違いや個別事
情を踏まえた
調整が必要。 

・31 年度に向けた要員・組織
管理の方向性を決定し、引
き続き適切に人員・組織マ
ネジメントを行う。 

・24区全体の業務量や人員状
況も考慮した上で、引き続
き、各区の意見や業務実態
を精査し、あるべき配置基
準を作成し、適正配置につ
なげる。 

②技能労務職員の給与の
見直し 

・人事委員会による公民
較差等の実態調査結
果や、技能労務職員給
与検討有識者会議で
の意見を踏まえた見
直しを行う。（通年） 

 

・人事委員会による公民
較差等の実態調査結
果や、技能労務職員給
与検討有識者会議で
の意見を踏まえた制
度案の検討を行った。 

 
（実施状況：○） 

・人事委員会か
らの報告等を
踏まえた見直
し。 

・人事委員会による調査結果
等を踏まえた見直しを行
う。 

 

③給与カットの継続実施 

・部長級以上の幹部職員
について、継続実施
（通年） 

 

・部長級以上の幹部職員
について、給与カット
を継続実施した。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、給与カットを継
続実施する。 
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柱 1-1-(2)-カ 外郭団体の必要性の精査 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

・28 年度 「外郭団体見直
しの方向性」を検証し、
新たな計画を策定。 

・31 年度 外郭団体数を、
31 年度末までに 17 団体
とする。（29 年３月末時
点 27 団体） 

― ― 変更なし 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①「外郭団体の見直しの
方向性」に沿った大阪
市関与の見直し 
（新たな計画の策定
に伴い 29 年度より④
に移行） 

     ― 

 

（実施状況：―） 

― 

 

― 

②「外郭団体の見直しの
方向性」の検証 

（28 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

③今後の見直しの方向
性の検討 

（28 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

④29 年３月に策定した
「外郭団体の方向性」
に沿った大阪市関与
の見直し 

・本市の関与の見直しに
ついて、関係局と調整
を行う。（通年） 

・30 年４月１日付けで
２団体の外郭団体指
定解除を行う。 

・大阪市の関与の見直
しについて関係局と
調整を行った。 

・30 年４月１日付けで
２団体の外郭団体指
定解除を行った。 

 

（実施状況：◯） 

・「外郭団体の
方向性」に沿
って、団体の
自立化等の促
進に取り組む
必要がある。 

・本市の関与の見直しについて、
引き続き関係局と調整を行う。 
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柱 1-1-(2)-キ 業務改革の推進 

 

29年度目標の達成状況（「市政改革プラン 2.0【中間見直し版】」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

― ― ― ・30 年度 業務プロセスの改革にか
かる取組内容・工程表の策定 

・31 年度 29 年度比で業務改革の取
組による業務効率化 

45,000 時間／年 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①29 年度に着手した取組 

・29 年度に着手した「庁
内会議のあり方の見直
し」、「決裁事務の効率
化」、「物品購入や契約
の見直し」について、
取組を進めていく。（通
年） 

 

 

 

 

・「庁内会議のあり方の
見直し」について、取
組の定着化とさらなる
推進を図るため、全庁
的に「会議のムダをな
くすチェックリスト」
等の活用促進を図っ
た。また、TV 会議シス
テムや Skype による
Web会議等ツールを用
いたさらなる見直しに
ついて検討を行った。 

・決裁事務の標準化を図
るため、23 区において
副区長専決規程を整備
した。また、さらなる
標準化に向け、他都市
事例をベンチマークと
した調査及び検討を行
った。 

・予定価格が２万円以下
の調達契約を締結する
際、所属でルールを策
定し、そのルールに基
づいている場合につい
ては、比較見積を経ず
少額特名随意契約を可
能とした。 

 

（実施状況：○） 

・職員に対して生
産性の向上の必
要性や考え方の
浸透を図るとと
もに、全庁的に
業務改革の取組
を進めていく必
要がある。 

・職員に対して生産性の向
上の必要性や考え方の浸
透を図るとともに、全庁
的に業務改革の取組を進
めていく。 

・業務プロセスの改革にか
かる工程表を策定する。 

・業務改革の取組につい
て、庁内ポータルに掲載
し発信していく。 

・庁内会議の効率化と職員
負担軽減を図るため、TV
会議システムやSkypeに
よる Web 会議等の全庁
的な活用促進を図る。 

・決裁事務の標準化に取組
むため、関係所属間で検
討を行う。 

・少額特名随意契約制度の
活用状況や、さらなる見
直しの必要性について調
査及び検討を行う。 

 

②30 年度の新たな取組 

・職員アンケート等で把
握した新たな全庁的な
課題について、ＩＣＴ
の徹底活用を行うな
ど、課題の解決に向け
た業務改革の取組を検
討する。（通年） 

・行政手続きのオンライ
ン化に向け、各所属に
おける課題の抽出と課
題解決に向けた業務改
革の検討に着手した。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、行政手続きの
オンライン化に向け、各
所属における業務改革の
検討を行う。 

・職員アンケート等で把握
した新たな全庁的な課題
について、関係所属間で
検討を行う。 
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柱 1-1-(3)-ウ さらなる全庁的なＩＣＴの徹底活用 

（※30年度以降は「ア ＩＣＴを活用したサービス向上」及び「イ ＩＣＴを活用した業務執行の効率化」を集約） 
 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」及び「市政改革プラン 2.0【中間 

見直し版】」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

柱 1-1-(3)-ア ＩＣＴを活用した
サービス向上 

●ＩＣＴを活用したサービス向上
施策における利用者満足度 
29 年度 70％ 

●ＩＣＴを活用したサービス向上
施策の着手件数 
29 年度 42 件 

 

 

87％ 

 

50 件 

 

 

達成 

 

達成 

― 

柱 1-1-(3)-イ ＩＣＴを活用した
業務執行の効率化 
●スケジュール管理やペーパーレ
スなどＩＣＴの活用について常
に意識を持ち業務に取り組んで
いる職員の割合 
29 年度 70％ 

●ＩＣＴを活用した業務執行の効
率化施策の着手件数 
29 年度 17 件 

 

 

74% 

 

 

17 件 

 

 

達成 

 

 

達成 

― 

― ― ― 柱 1-1-(3)-ウ さらなる全庁的な
ＩＣＴの徹底活用  

●「大阪市ＩＣＴ戦略アクション
プラン（2018 年度~2020 年度）」
に掲げる 20 件の取組のうち、取
組完了件数 

 30 年度 11 件 
 31 年度 14 件（累積） 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①大阪市ＩＣＴ戦略アクシ
ョンプランに掲げる取組
の推進 

・市民の利便性向上につな
がる行政手続きオンラ
イン化の推進や統計等
データの積極的な活用
による施策立案、災害発
生時における情報収集
や発信力の強化（ＳＮＳ
活用）、職員の連絡・情報
共有のデジタルツール
活用による場所に制約
されない働き方等の実
現（働き方改革）など各
取組の進捗やＫＰＩの
状況を把握し、取組を着
実に推進する。 

・各所属のＩＣＴ徹底活用
にかかる取組への支援
を行う。（通年） 

・各取組の年度別ＫＰＩ及
び詳細スケジュール調
査を実施（７月） 

・アクションプランに掲げ
る取組完了件数：２件
【ＢＹＯＤ（ｐ１の脚
注※１を参照）により
「庁外からのメール・ス
ケジュール等の確認」が
可能となる機能を実装・
運用開始、「ｅラーニン
グシステム等の活用」に
向けたシステムを構築・
運用開始】 

・各所属へのヒアリングを
実施（７月） 

 

（実施状況：○） 

・各取組状況を
踏まえ、引き
続きＩＣＴの
徹底活用にか
かる取組を全
庁的に推進し
ていく必要が
ある。 

・ＩＣＴ関連予算要求状況
の確認や定期的なＫＰ
Ｉ・詳細スケジュールの
状況確認を行うことによ
り各取組の進捗状況やＫ
ＰＩを把握するなど、引
き続き各取組の進捗管理
を行う。 

・ヒアリングで聞き取った
各所属からの質問への回
答やＩＣＴ関連予算要求
にかかる事前協議を行う
など、引き続き各所属の
ＩＣＴ徹底活用にかかる
取組への支援を行う。 
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柱 1-1-(4)-ア 環境に配慮した率先的な取組 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

大阪市事務事業の低炭素化 

CO２排出量削減（いずれも
25 年度比） 

28 年度 3.2％減 

(4.0 万トン-CO２に相当) 

29 年度 28年度の CO2排
出量削減以上 

31 年度 7.2％減 

(9.1 万トン-CO２に相当) 

28 年度時点の目標設定 

29 年度 4.3％減 

(5.4 万トン-CO２に相当) 

31 年度 6.4％減 

(8.1 万トン-CO２に相当) 

9.9％減 

（ 12.6 万トン -
CO2 に相当） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成 30 年度 

民営化に伴い交通局分を除外して算
定した 29 年度の CO2 排出量削減
10.3％(10.3 万トン-CO２に相当)を
超える削減。 

 

31 年度 

29 年度実績及び 31 年度以降の事業
計画を踏まえ、大阪市地球温暖化対
策実行計画〔事務事業編〕の目標の
上積みを行う予定。上記上積みの結
果をふまえて「市政改革プラン 2.0」
の目標を再設定予定。 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①公共施設における低炭
素化の推進 

・ＬＥＤ照明の導入拡大 

事業者選定（上期） 

事業者と契約（下期） 

工事着手（下期） 

・ＥＳＣＯ事業の実施拡
大 

中央卸売市場東部市場
の事業者と契約（上期） 

おとしよりすこやかセ
ンター西部館の事業者
選定（下期） 

・太陽光発電の導入拡大 

市有建築物の屋根の目
的外使用許可による太
陽光パネルの設置（通
年） 

・ＬＥＤ照明の導入拡大 

市有 39 施設にＬＥＤ
照明の導入を実施する
事業者の選定を進め
た。 

・ＥＳＣＯ事業の実施拡
大 

中央卸売市場東部市場
の事業者と契約に向け
た準備・調整等を進め
た。 

 おとしよりすこやかセ
ンター西部館における
ＥＳＣＯ事業提案の募
集を行った。 

・太陽光発電の導入拡大 

市内小中学校を対象
に、設置に向けた準備・
調整等を進めた。 

 

（実施状況：○） 

・取組の進捗状況
をふまえて、引
き続き、「大阪市
地球温暖化対策
実行計画[事務事
業編]」に沿った
取組を推進し、
大阪市事務事業
の低炭素化を図
る必要がある。 

・ＬＥＤ照明の導入拡大 

市有 39 施設にＬＥＤ照
明の導入を行う事業者と
契約を行い、工事に着手
する。 

・ＥＳＣＯ事業の実施拡大 

中央卸売市場東部市場の
事業者と契約を行う。 

 おとしよりすこやかセン
ター西部館の事業者選定
を行う。 

・太陽光発電の導入拡大 

市有建築物の屋根の目的
外使用許可による太陽光
パネルの設置を行う。（60
校の屋根に太陽光パネル
を設置予定） 

②ごみの減量・リサイクル
推進 

・廃棄物減量等推進審議
会において審議を行う
とともに、食品ロスの
削減に取り組む等、ご
みの減量・リサイクル
を推進（通年） 

・ごみ減量・リサイクル
に係る行政計画である
「大阪市一般廃棄物処
理基本計画」の中間見
直しに向けて進捗状況
の分析を進めた。 

 

（実施状況：○） 

・廃棄物減量等推進審議会
を開催し、ごみ減量施策
の方向性について審議す
る。 

 

(参考)CO２排出

量削減実績 

26 年度 1.6％減 

27 年度 5.5％減

28 年度 8.1％減 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

③車両対策の推進 

・30 年 3 月に策定した
「大阪市エコカー普及
促進に関する取組方
針」に基づき公用車へ
のエコカー導入を進め
る（通年） 

・取組方針に基づく公用
車へのエコカー導入に
ついて、関係各局あて
周知を実施。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、「大阪市エコカ
ー普及促進に関する取組
方針」に基づき公用車へ
のエコカー導入を進め
る。 

④職員による環境マネジ
メントの強化 

・「大阪市庁内環境管理
計画」に基づく実績調
査、研修、内部監査、外
部評価等の取組を実施
（通年） 

・「大阪市庁内環境管理
計画」に基づく実績・
取組状況調査、研修、
内部監査を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・「大阪市庁内環境管理計
画」に基づく外部評価等
を実施する。 

⑤未利用エネルギーの有
効活用の推進 

・小水力発電の導入 

工事完了（３月） 

・小水力発電の導入 

水車及び発電機の製
作。 

 

（実施状況：○） 

・小水力発電の導入 

咲洲配水場に小水力発電
設備を設置する。 
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柱 1-1-(4)-イ 迅速な災害対応ができるリスク管理 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

①所属ごとの業務詳細一覧を策定した所属の
割合 

29 年度 100％（局は 28 年度 100％） 

所属ごとの業務実施方法を示したマニュア
ルを策定した所属の割合 

30 年度 100％（局は 29 年度 100％） 

・全所属（区も含
む）において業
務詳細一覧を
28 年度中に策
定済 

・マニュアルを
策定した局の
割合 59％ 

未達成 変更なし 

②訓練等により所属業務詳細一覧等の検証を
した所属の割合 

31 年度 100％（局は 30 年度 100％） 

― ― 変更なし 

③オフィス家具や事務機器類転倒防止など庁
舎内の耐震対策に取り組んだ所属の割合 

29 年度 50％（半数の所属が対策完了） 

30 年度 100％（全所属の対策が完了） 

67％ 達成 

 

変更なし 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の 
取組内容 

（課題に対する対応） 

①所属業務詳細一覧等の策定及び
適切な運用 

・区内の浸水状況に基づき、区庁
舎の浸水状況を踏まえた区内、
区外での代替施設の検討を行
う。併せて、湾岸 5 区で取り組
む「津波による浸水区域外にお
ける災害時避難所等の確保に向
けた区連携事業」において検討
する湛水区域・期間等のデータ
についても参考とする。（通年） 

・災害時の資源の制限状況、マニ
ュアルへの記載内容の整理を行
い、マニュアルが必要な業務を
選定した後、所属にマニュアル
の作成を指示し、年度内に完成
するよう取り組む。（通年） 

・代替施設の検討やマニュ
アルの作成を進めるた
め、前段のＢＣＰの更新
作業を速やかに完成さ
せる予定であったが、６
月の地震に伴う被災証
明書発行業務を優先し
た結果、更新作業が完成
していない。当該業務終
了後速やかに作業を再
開する予定。 

 

（実施状況：△） 

・代替施設
の検討や
マニュア
ルの作成
を進める
ためには、
現行のＢ
ＣＰを修
正する必
要がある
ことから、
早急に更
新作業を
進めなけ
ればなら
ない。 

・現行のＢＣＰ第 1.1
版の更新作業を終え
た後、浸水対象とな
る所属に対して代替
施設の検討を行うよ
う指示する。 

・災害時の資源の制限
状況、マニュアルへ
の記載内容の整理を
行い、マニュアルが
必要な業務を選定し
た後、所属にマニュ
アルの作成を指示
し、年度内に完成す
るよう取り組む。 

②所属業務詳細一覧等の検証 

・訓練手法の検討を進め、各所属
が実施できるよう取り組む。
（通年） 

・更新したＢＣＰを元に、
具体の訓練手法等の設
定を行うため、ＢＣＰの
更新作業が完了した後
に、各所属が実施できる
よう取組を進める。 

 

（実施状況：×） 

・現行のＢＣＰ第 1.1
版の更新作業を終え
た後、訓練手法の検
討を進め、各所属が
実施できるよう取り
組む。 

③庁舎内での耐震対策 

・29 年度未達成の所属に対して取
組の実施を指示するとともに、各
所属に 30 年度から新たに行う取
組対象があれば、引き続き対策に
取り組むよう指示する。（通年） 

・29 年度未達成の所属に
対して取組の実施を指
示するとともに、各所属
に対して 30 年度の対策
実施を依頼した。 

 

（実施状況：○） 

・29 年度未達成の取組
の実施並びに 30 年
度の新規取組対象に
ついて進捗管理を行
う。 
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柱 1-2-(1) 公共施設の総合的かつ計画的な管理 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

28 年度 一般施設にかか
る将来ビジョンのとりまと
め 

30年３月に将来ビジョン
をとりまとめ、公表した。 

達成 ― 

29 年度 マクロ目標・方針
の決定 

マクロ目標・方針の決定
ができなかったものの、
「一般施設の将来ビジョ
ン」を踏まえ、持続可能な
施設マネジメントに取り
組むこととした。 

未達成 30 年度～ 個別施設計画に基
づいた将来コストの全体像の
把握や財源確保の手法等の検
討を進め、今後取り組む規模の
最適化に向けた仕組みづくり
を推進 

30 年度 一般施設にかか
る施設カルテの整備 

224 施設の施設カルテの
整備を実施。 

― 変更なし 

28 年度～ 個別施設計画
の策定及びそれに基づく維
持管理等（計画策定分より
順次実施） 

個別施設計画の策定及び
計画に基づく維持管理・
更新等（計画策定分より
順次実施） 

― 変更なし 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①施設総量の抑制に向
けた数値目標・方針の
検討 

(30 年度以降、市設建
築物は⑤に移行、イン
フラ施設は④に集約) 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

②一般施設にかかる将
来ビジョンのとりま
とめ 

 （29年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

③一般施設にかかる個
別施設計画の検討・
策定 

・30 年度整備対象施設
（約 200 施設）の施設
カルテの整備を、早期
に完了する。（上期） 

・施設所管所属におけ
る個別施設計画の検
討・策定状況につい
て、進捗を把握する。
（３月） 

・30 年度の整備対象施
設（約 200 施設）の施
設カルテの整備を着
実に進めた。 

・改訂された国の指針
や一般施設の将来ビ
ジョンを反映した
「個別施設計画作成
ガイドライン」を作
成して周知し、あわ
せて、策定にあたっ
ての留意点等につい
て施設所管所属に説
明を行った。 

 

（実施状況：○） 

・施設カルテの
整備を早期に
完了する必要
がある。 

・施設所管所属
が、一般施設
の将来ビジョ
ン を 踏ま え
て、個別施設
計画の検討・
策定を着実に
進める必要が
ある。 

 

・30 年度整備対象施設（約 200 施
設）の施設カルテの整備を、予
定通り完了する。 

・施設所管所属における個別施設
計画の検討・策定状況について、
進捗を把握する。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

④学校施設・市営住宅・
インフラ施設の維持
管理 

・学校施設について、個
別施設計画に基づき
点検、維持管理、更新
を引き続き実施。（通
年） 

・市営住宅・インフラ施
設について、個別施
設計画に基づき点
検、維持管理、更新を
引き続き実施。（通
年） 

・学校施設については
「学校施設マネジメ
ント基本計画」を個
別施設計画と位置づ
けて改訂し、本計画
に沿って、点検、維持
管理、更新を引き続
き実施した。 

・市営住宅、インフラ施
設については個別施
設計画に基づき、点
検、維持管理、更新を
引き続き実施した。 

 

（実施状況：○） 

・学校施設・市
営住宅・イン
フラ施設につ
いて、個別施
設計画に基づ
き点検、維持
管理、更新を
着実に進めて
いく必要があ
る。 

・学校施設・市営住宅・インフラ
施設について、個別施設計画に
基づき点検、維持管理、更新を
引き続き実施。 

⑤持続可能な施設マネ
ジメントに向けた取
組の推進 

・一般施設の将来ビジ
ョンの内容を踏まえ
て、持続可能な施設マ
ネジメントに向けた
取組を推進していく。
（通年） 

・施設所管所属に対し、
個別施設計画策定に
あわせて将来コスト
の全体像を把握する
ための調査を開始し
た。 

 

（実施状況：○） 

・持続可能な施
設マネジメン
トに向けた取
組を進めてい
く 必 要が あ
る。 

・大都市制度の議論を注視しなが
ら、利用者目線での所属横断的
な施設再編に向けた仕組みづく
りを検討する。 
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柱 1-2-(2) 市民利用施設の受益と負担の適正化 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

施設の指定管理者の更新時
期にあわせて使用料を点
検・精査し、受益者負担を
適正化。 

（参考）28～31 年度に現行
の指定管理期間が終了する
施設 計 84 施設 

28 年度 ２施設 

29 年度  0 施設 

30 年度 58 施設 

31 年度 24 施設 

― ― 変更なし 

 

 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①「市民利用施設に係る受
益者負担のあり方（案）」
に基づく点検・精査 

・25 年度に策定した基本
的な考え方に基づき、
30 年度末で指定管理
期間が終了する施設の
使用料の点検・精査を
行う。（上期） 

・上記の考え方に基づ
き、29 年度決算に基づ
く受益者負担率の現状
把握を行う。（10 月） 

・31 年度に点検・精査を
実施予定の 24 施設に
ついて、可能な限り時
期を前倒しし、30 年度
中に実施する。（下期） 

 

・30 年度末で指定管理
期間が終了する施設の
使用料の点検・精査の
取組を行った。 

・29 年度決算での受益と
負担の状況について、
各施設所管所属に照会
を行った。 

 

（実施状況：○） 

 

 

・料金改定に係る条
例改正も視野に入
れたスケジュール
で使用料の点検・
精査を行う必要が
ある。 

・各施設所管所属におい
て算定した 29年度決算
に基づく受益者負担率
を集約して把握すると
ともに、経費削減や利用
の向上に向けた取組を
促進する。 

・30 年度末で指定管理期
間が終了する施設の使
用料の点検・精査の結
果、受益者負担率が基準
を下回っている施設の
受益と負担の適正化に
向けた今後の取組方針
を整理し、ホームページ
での公表を行う。 

・31 年度に点検・精査を
実施予定の 24施設につ
いて、可能な限り時期を
前倒しし、今年度中に実
施する。 

②「見える化」による受益
と負担の適正化 

・各施設の受益と負担の
状況等を一覧にまと
め、ホームページでの
公表を行う。（10 月） 

 

・29 年度決算での受益と
負担の状況について、
各施設所管所属に照会
を行った。 

 

（実施状況：○） 

・対象施設の受益と負担
の状況等を一覧にまと
め、ホームページでの公
表を行う。 
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－新たな価値を生み出す改革－（行革編） 

【改革の柱２】官民連携の推進  
 

柱 2-1-(1)-ア-① 地下鉄 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

30 年４月に、市 100％出
資の株式会社に地下鉄事
業を引き継ぐ。 

大阪市高速電気軌道株式会社
（Osaka Metro）への地下鉄事業
の引継に向けた取組を実施 

― 

 

変更なし 

（※30 年４月に民営化実現済） 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①デューデリジェンスの実施
と準備会社の設立に必要な
手続き 

（29 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

②国や金融機関等の関係先と
の調整 

（29 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― 

 

柱 2-1-(1)-ア-② バス 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

30 年４月に、大阪シティ
バス（株）にバス事業を一
括譲渡する。 

大阪シティバス（株）へのバス事
業の一括譲渡に向けた取組を実施 

― 

 

変更なし 

（※30 年４月に民営化実現済） 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①大阪シティバス（株）への事
業譲渡に向けた検討と必要
な手続きの実施 

（29 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

②大阪シティバス（株）の経営
基盤の強化に向けた取組 

（29 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― 
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柱 2-1-(1)-ア-③ 水道 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

改めて行う経営形態の見直し
の中で、新たな目標設定につ
いて検討する。 

・府域水道事業の最適化の観点
から府市関係部局と現状分
析を実施 

・水道法改正案に基づく新たな
運営権制度の活用を含めた
経営形態のあり方を検討 

― 新たな運営権制度に
係る水道法改正の動
向等を踏まえつつ目
標を設定。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

⑤新たな運営権制度の活用も
含めた経営形態の見直し検
討 

・持続可能な水道事業のあり
方及び府域全体の最適化な
どについて検討を行う。（通
年） 

・水道法改正案の国会での審
議状況を見据えながらその
活用も含め、新たな官民連
携手法導入の検討を行う。
（通年） 

・「大阪府域水道の最適
化検討について（中
間報告）」を府市でと
りまとめ。（６月） 

・水道法改正案に基づ
く新たな運営権制度
の活用も含めた官民
連携手法の導入を検
討。 

 

（実施状況：○） 

・将来にわたり、
事業の持続性
を確保するた
め、府域水道の
全体最適化も
見据えながら
経営形態の見
直しを検討す
る必要がある。 

・大阪府が設置した「府域
一水道に向けた水道の
あり方協議会」に参画
し、浄水場の最適配置
（案）について、関係事
業者と詳細検討を行
う。 

・水道法改正案に基づく
新たな運営権制度の活
用も含めた官民連携手
法の導入可能性調査を
実施。 

※取組①～④については、28 年度までの目標に関する取組のため記載省略 

 

  



32 

柱 2-1-(1)-ア-④ 下水道 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

・28 年度中に新組織を設立
し、29 年度から新組織に
よる業務開始 

・新会社への包括委
託を開始（４月） 

達成 ― 

・公共施設運営権制度の導
入にかかる課題の整理に
取り組み、早ければ 31 年
度からの導入 

・他都市先行事例の
調査や国との協
議を実施 

― ・公共施設等運営権制度の導入にか
かる課題の整理に取り組むととも
に、多様なコンセッション方式を
幅広く柔軟に検討し、30 年度中に
事業スキーム案を策定、早ければ
31 年度からの制度導入をめざす。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①新組織の設立及び業務開始 

（29 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

②公共施設等運営権制度の導
入にかかる課題の整理・手続 

・包括委託による業務の実施
状況の点検を実施。（通年） 

・運営権者で実施する改築更
新事業に係る国の交付金
について、市と運営権者と
の役割分担等のさらなる
整理を実施。（通年） 

・事業スキーム案の検討・策
定。（通年） 

・包括委託による業務の
実施状況の点検を実施。 

・交付金や事業スキーム
に係る検討について、他
都市先行事例の調査や
国との協議等を実施。 

 

（実施状況：○） 

・交付金に関す
る役割分担を
整理し、事業ス
キーム案を策
定するには、国
等とのさらな
る調整が必要。 

 

・引き続き、包括委託によ
る業務の実施状況の点
検を行う。 

・引き続き、他都市先行事
例の調査や国との協議
等を実施し、交付金に関
する役割分担等の整理
や事業スキーム案の検
討・策定を行う。 
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柱 2-1-(1)-ア-⑤ 幼稚園 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

今後の進め方についての方
針を早急に策定し、着手可
能なところから順次取り組
む。 

・今後の進め方の方針
を策定するため、所
管局と関係区との間
で協議を実施。 

未達成 具体化が可能な園について、個々
の園の進め方の方針をそれぞれ
策定し、取組を進める。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①個々の園の状況や地
域ニーズ等から進め
方を検討 

・具体化が可能な園に
ついて、個々の園の
進め方の方針をそれ
ぞれ策定し、取組を
進める。（通年） 

 

・個々の園の進め方の
方針をそれぞれ策定
するため所管局と関
係区との間で協議を
実施。 

 

（実施状況：○） 

・これまでの民
営化の進め方
については、
十分な理解を
得ることが難
しく、個々の
園や地域状況
を十分考慮し
て進め方を検
討する必要が
ある。 

・引き続き具体化が可能な園につ
いて、個々の園の進め方の方針
をそれぞれ策定し、取組を進め
る。 

 

②民営化の方針が決定
している園の取組 

・民間移管に向けた法
人との調整、三者協
議会等を実施。（通
年） 

 

・民間移管に向けた移
管予定法人との引き
継ぎ（行事等）を６月
に実施。 

・三者協議会を６月に
実施。 

 

（実施状況：○） 

・31年４月から
の円滑な移行
に向けて取り
組む必要があ
る。 

・引き続き民間移管に向けた法人
との調整（保育における引き継
ぎを含む）、三者協議会等を実
施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



34 

柱 2-1-(1)-ア-⑥ 保育所 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

各年度の公立保育所数の１
割程度を民間移管にかかる
公募実施 

29 年４月１日現在公立 
99 か所（民間 321 か所） 

５か所公募 

（うち、２か所は、
既に民間委託して
いる保育所の受託
者を選定のうえ民
間移管したもの） 

未達成 変更なし 

30 年４月１日現在公立 94 か所 
（民間 349 か所） 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の 
取組内容 

（課題に対する対応） 

①条件を満たす公立保
育所の民間移管等 

・民間移管・民間委託の
公表・公募実施に向
けた準備・調整を行
う。（通年） 

・公募前年度に移管予
定を公表すること
で、応募にかかる準
備期間を設ける。（通
年） 

 

・32 年度に民間移管・民間委託予
定の５か所の公募を 30 年５月
に実施した。（内、４か所につい
ては民間委託） 

・31 年度に民間委託から民間移管
予定の２か所の公表を 30 年８
月に実施した。 

・32 年度に２か所の公立保育所を
統合して民間委託のうえ、34 年
度に民間移管予定の１か所の公
表を 30 年８月に実施した。 

・31 年度公募による民間移管・民
間委託予定の３か所の公表を
30 年８月に実施した。（内、２か
所については民間委託） 

・各区からの意見も含め、公立保
育所のあり方について検討を実
施した。 

 

（実施状況：○） 

・「公立保育所
新再編整備
計画」に基
づく民営化
の推進 

 

・引き続き、民間移管・
民間委託の円滑な推
進に向け、選定、保護
者対応、引継ぎ共同保
育等を実施する。 

 

②民間移管に加え、補完
的な手法として運営
委託を実施 

・民間委託の公募実施
に向けた準備・調整
を行う。（通年） 

 

・32 年度から民間委託予定の４か
所の公募を 30 年５月に実施し
た。 

・31 年度公募による民間委託予定
の２か所の公表を 30 年８月に
実施した。 

（実施状況：○） 

・引き続き、民間委託の
公募実施に向けた準
備・調整を行う。 

③新たな手法による民
営化の推進 

・民間移管や民間委託の
新たな課題に備えて
対応する。（通年） 

・民営化推進に向けた検討を実施
し、直営保育所と委託保育所の
統合建替移管を８月に公表し
た。 

（実施状況：○） 

・引き続き、民営化推進
における課題解決の
手法を検討する。 
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柱 2-1-(1)-ア-⑦ 福祉施設 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

安定的で継続した運営が可能と
なるよう民間移管を進め、利用
者サービスの向上を図る。 

28 年度 ６か所 

― ― 30 年度 ３か所 

31 年度 １か所 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①28 年４月１日民間移
管施設 

（28年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― ― 

②30 年度民間移管施設 

・民間移管を実施。（４
月） 

 

・淀川寮、第２港晴寮、
中央授産場につい
て、民間移管を実施
した。（４月） 

 

（実施状況：○） 

― ― 

③31 年度民間移管予定
施設 

・移管先法人による新
築施設の建築工事施
工。（通年） 

・東さくら園について、
移管先法人による新
築施設の工事進捗を
随時確認。（30 年４月
～） 

 

（実施状況：○） 

・移管先法人に
よる新築施設
工事の進捗管
理。 

 

・移管先法人による新築施設の建
築工事竣工予定時期を踏まえ、
民間移管時期を確定。 

・移管時期までの指定管理者の指
定（12 月議決予定） 
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柱 2-1-(1)-イ-① 博物館 
 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

・28 年度「大阪市ミュージ

アムビジョン」及び「博

物館施設の地方独立行政

法人化に向けた基本プラ

ン」の策定 

・29 年度は、「博物館施設

の地方独立行政法人化に

向けた基本プラン」に基

づき制度設計を進め、定

款及び評価委員会条例を

制定。 

定款及び評価委
員会条例を制定。
（２月） 

達成 ・30年度 総務省へ法人設立認可申請 

・31 年度 地方独立行政法人設立 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①「大阪市ミュージア
ムビジョン」の策定
等に向けた取組 

（28 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：－） 

・29年度予算市
会附帯決議に
おける、学芸
員の安定的確
保、社会教育
施設の役割を
果たせるよう
運営費交付金
の 適 切な 措
置、市民財産
（館蔵品等）
の保全・継承、
指定管理者・
職員への十分
な説明等、の
指摘を踏まえ
た調整・検討。 

― 

 

②「博物館施設の地方
独立行政法人化に向
けた基本プラン」の
策定に向けた取組 

（28 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：－） 

― 

 

③地方独立行政法人設 
立に向けた取組 

・市会の指摘・意見を踏
まえた調整・検討を
進め、中期目標、権利
承継、重要な財産を
定める条例及び職員
引継条例の制定（30 
年 11 月予定）を経
て、総務省へ認可申
請を行う。（通年） 

・中期目標案にかかる
評価委員会の意見を
聴取（４月、６月、８
月） 

・権利承継、重要な財産
を定める条例及び職
員引継条例にかかる
議案について調整・
検討。 

 

（実施状況：○） 

・市会の指摘・意見を踏まえた調
整・検討を進め、中期目標、権
利承継、重要な財産を定める条
例及び職員引継条例の制定（30
年 12 月予定）を経て、総務省へ
認可申請を行う。 
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柱 2-1-(1)-ウ-① 一般廃棄物（収集輸送） 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

退職不補充により民間委託
の拡大を図るとともに、直
営事業のさらなる効率化を
推進するために、「家庭系ご
み収集輸送事業改革プラ
ン」（以下「改革プラン」と
いう）を 29 年６月に策定
し、31 年度までの３年間で
徹底した効率化を図る。 

・民間委託化の範
囲を拡大（４
月） 

・「改革プラン」策
定（６月） 

達成 28 年度比で職員定数の約 10%（150
名）の削減 

30 年度 93 名 

31 年度 150 名（累積） 

※なお、31 年度目標以上の減員が見込
まれる場合は、さらなる民間委託の
拡大を図る。 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①民間委託化の拡大・推進 

※「改革プラン」に掲げる
効率化による定数削減
数以上に在籍職員の減
員がなかったことから、
30 年度の民間委託化の
拡大・推進は実施できな
いが、31 年度以降につ
いても、「改革プラン」の
効率化による職員定数
の減と今後の早期退職
の動向などを踏まえて、
実施する。 

― 

 

  （実施状況：―） 

 

― ― 

 

②さらなる改革の推進 

・「改革プラン」に基づき、
31 年度までを期限に
「経費削減」と「市民サ
ービスの向上」を改革の
２つの柱として、徹底し
た効率化を図る。（通年） 

・職員定数の削減 

30 年４月 61 名 

・徹底的な作業管理の実
施や交通事故防止に向
けた安全運転指導の徹
底のため、運行管理シ
ステム（ＧＰＳ車載器）
の導入。 

 

（実施状況：○） 

・経費の削減（作
業の見直し、徹
底した効率化
など） 

・市民サービス
の向上（交通事
故削減、突発事
象への対応、災
害時の対応な
ど） 

 

・今後、運用を開始する運行
管理システムを活用し、日
常的なＰＤＣＡサイクル
を徹底していくことで、さ
らなる効率化に繋げてい
く。 
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柱 2-1-(1)-ウ-② 弘済院 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

①弘済院の全体の整備構想
を策定 

29 年度 弘済院附属病院
の移管先法人を踏まえた全
体の整備構想を策定 

中止 

 
― 新病院等の整備、弘済院の機能継承に

向けて着実に検討を進め、方向性を決
定する。 

・住吉市民病院跡地に整備する新病院
等に係る基本構想の策定（30 年度） 

・新病院等の整備に係る基本計画の策
定（30 年度） 

・新病院等の整備に係る基本設計の実
施（31 年度） 

 

②附属病院建替え 

29 年度 基本設計 

中止 

 
― 

③第１特別養護老人ホーム 

28 年度 指定管理者公募 

29 年度 指定管理継続 

指定管理継続 達成 

④第２特別養護老人ホーム 

29 年度 全体の整備構想
の策定にあわせて運営形態
等の方向性を決定 

中止 

 
― 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①弘済院の全体のあり
方を検討 

・住吉市民病院跡地に
整備する新病院等に
係る基本構想の策定
に合わせ、弘済院全
体のあり方を検討
（通年） 

・基本構想の策定に係
る関係機関との協
議・調整を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・新病院等の整
備、弘済院の
機能継承に向
け、引き続き
関係機関との
協議を進める
必要がある。 

・30 年度中に基本構想及び基本計
画を策定する。 

・策定に合わせ、弘済院全体のあ
り方を検討する。 

②附属病院 

・現地建替えを中止し、
新病院への機能継承
について検討（通年） 

・基本構想の策定に係
る関係機関との協
議・調整を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・30 年度中に基本構想及び基本計
画を策定する。 

③第１特別養護老人ホ
ーム 

・指定管理による運営
を継続（通年） 

・指定管理による運営
を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・指定管理による運営を継続す
る。 

④第２特別養護老人ホ
ーム 

・新病院等整備後の運
営形態について検討
（通年） 

・基本構想の策定に係
る関係機関との協
議・調整を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・30 年度中に策定する基本構想を
踏まえて、今後のあり方につい
て検討する。 
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柱 2-1-(1)-ウ-③ 市場 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

【本場・東部市場】 

管理運営経費の削減に資
するため指定管理者制度
の導入 

※当面は委託範囲拡大等
による業務の効率化に
も取り組む。 

【本場・東部市場】 

・先行事例調査 

・課題への対応策
について調査・
検討等実施 

・委託範囲拡大等
によるさらなる
管理運営経費削
減方策の精査 

― 【本場・東部市場】 

管理運営経費の削減に資するため指
定管理者制度の導入 

（卸売市場法の抜本的改正が予定さ
れているため、改正状況を踏まえつ
つ、制度導入について、検討を継続
する） 

※当面は委託範囲拡大等による業務
の効率化にも取り組む。 

【南港市場】 

効率的な運営手法の確立 

（「南港市場将来戦略プラ
ン」に基づく施設整備を
はじめとする市場機能
の向上も含む） 

※28 年度中に基本計画を
策定後、基本設計、実施
設計・工事に着手。 

【南港市場】 

・施設整備基本設
計を実施 

― 【南港市場】効率的な運営手法の確立 

（「南港市場将来戦略プラン」に基づ
く施設整備をはじめとする市場機
能の向上も含む） 

30 年度に設備運転維持管理（３年間）
を含めたデザイン・ビルド方式（実施
設計・工事施工の一括実施）による発
注を実施 

31 年度に実施設計・工事施工を開始
（効率的な運営手法については、施設
竣工後の設備運転維持管理期間（３年
間）を踏まえて検討し、具体化してい
く） 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①本場・東部市場への指定
管理者制度の導入 

・指定管理者制度の導入に
ついては、法改正の内容
を踏まえつつ、指定管理
者が行う業務やそれを担
える事業者等について、
検討する。（通年） 

・国や他市場との
意見交換・法改
正内容の分析 

 

（実施状況：○） 

・30 年６月に改
正卸売市場法
が公布され、２
年以内に施行
される予定で
あることから、
法改正内容を
踏まえる必要
がある。 

・指定管理者制度の導入につい
ては、法改正の内容を踏まえ
つつ、指定管理者が行う業務
やそれを担える事業者等につ
いて、引き続き検討する。 

・法改正への対応については、
引き続き、国や他市場との意
見交換を行う。 

②南港市場将来戦略プラン
に基づく市場機能の向上
と市場運営の効率化 

・30 年度に設備運転維持管
理（３年間）を含めたデザ
イン・ビルド方式（実施設
計・工事施工の一括実施）
による発注を実施する。
（下期） 

・施設整備事業の
事業者公募を実
施 

 

（実施状況：○） 

・将来戦略プラ
ン・整備基本計
画に基づき、整
備事業に取り
組む等、効率的
な運営手法の
確立に努める
必要がある。 

・設備運転維持管理（３年間）
を含めたデザイン・ビルド方 
式（実施設計・工事施工の一
括実施）による発注を実施す
る。 
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柱 2-1-(2)-ア ＰＰＰ/ＰＦＩの活用促進 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

事業の企画を担当している
職員のうち、事業手法とし
てＰＰＰ／ＰＦＩ手法を理
解し積極的に検討しようと
する職員の割合 

28 年度 30％ 

29 年度 45％ 

47.9％ 達成 30 年度 60％ 

31 年度 80％ 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①各所属におけるＰＦ
Ｉの検討導入の促進
及びガイドライン等
に基づく円滑な導入
実施の支援 

・これまでの企画担当
者向け職員アンケー
ト結果の分析を踏ま
え、「基礎研修」（５
月）、「実践研修」（６
月）、ｅラーニング研
修（12月頃）の継続実
施に加え、新たに管理
職向けにＰＰＰ／Ｐ
ＦＩ普及啓発研修（８
月頃）などを実施す
る。 

・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法
導入優先的検討規程、
ガイドライン等に基
づく検討支援を実施
する。（通年） 

・「基礎研修」（５月）、
「実践研修」（６月）、
「ＰＰＰ／ＰＦＩ普
及啓発研修」（７月）
を実施した。 

・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法
導入優先的検討規程
に関する協議、各種
相談など活用促進に
向けて各所属におけ
る検討を支援した。 

 

（実施状況：○） 

・ＰＰＰ／ＰＦ
Ｉ手法の理解
促進。 

・全職員を対象にしたｅラーニン
グ研修を実施する。 

・ＰＰＰ／ＰＦＩに関する庁内ア
ンケート調査を実施する。 

・引き続き、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法
導入優先的検討規程、ガイドラ
イン等に基づく検討支援を実施
する。 
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柱 2-1-(2)-イ 指定管理者制度の活用 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

①土地活用等評価委員会の

答申を踏まえ、29 年度を

目途に、より適切な制度

設計・制度運用について

検討し、ガイドライン等

の改正を行う。 

 

土地活用等評価委

員会での意見も踏

まえて、指定管理

者の選定基準に関

わる内容につい

て、ガイドライン

等を改正した。

（12 月） 

 

達成 

 

30 年度 土地活用等評価委員会で
の意見を踏まえ、サービス向上の視
点から、評価方法等に関わる内容に
ついて検討結果をとりまとめる。 

31 年度 30 年度にとりまとめた検
討結果について、評価方法等が有効
に機能するか検証等を行ったうえ
で、ガイドラインの改正を行う。 

 

②28 年度中に導入の適否

及び導入への障壁等につ

いて確認を完了する。 

― ― ― 

 

（※28 年度に達成済） 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①土地活用等評価委員会
を活用したマネジメン
トサイクルの確立 

・評価方法等に関わる内
容について、より適切
な制度設計・運用が可
能となるように検討
を行う。（通年） 

 

・評価方法等の改善に向
けて、他都市状況等の
調査を行った。 

・８月開催の土地活用等
評価委員会に制度運
用状況等について報
告を行った。 

 

（実施状況：○） 

・より適切な制
度設計・運用
によるさらな
るサービスの
向上。 

・評価方法等の改善に向けて、
他都市状況等の調査結果を参
考としながら、土地活用等評
価委員会において審議を行
い、より適切な制度設計・運用
が可能となるように検討を行
う。 

 

②未導入施設の導入適否
の確認 

（28 年度で取組完了） 

― 

 

（実施状況：―） 

― 

 

― 
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－新たな価値を生み出す改革－（行革編） 

【改革の柱３】改革推進体制の強化 
 

柱 3-1-(1)-ア 改革を推進する職員づくり 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

常に行政のプロとしての意識を持ち業務に
取り組んでいる職員の割合（課長級以下） 

28 年度 34％ 

29 年度 89％ 

（27 年度実績 32.3％） 

※設問に対する回答の仕方を変更したため、29 年
度以降の目標を再設定した。（複数設問からの選
択回答⇒当該設問の必須解答） 

 

28 年度時点の目標設定 

  29 年度 36％ 

91.0％ 達成 「常に行政のプロとしての
意識を持ち業務に取り組ん
でいる」かつ「仕事には常に
創意工夫をこらしている」
と自己評価している職員の
割合（課長級以下） 

30 年度 73％ 

31 年度 74％ 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の 
取組内容 

（課題に対する対応） 

①若年層職員の育成 

問題意識・プロ意識を持ち、解決
できる能力を備えた人材育成をめ
ざし、階層別研修やキャリア形成
支援を実施。 

・新採用者研修Ⅰ～Ⅲ 
（４～１月） 

・中堅職員研修（10～11 月） 
・新任主務研修（７～12 月） 
・キャリアデザイン 
研修Ⅰ（30 歳）（６～７月） 

・メンター・メンティ 
研修（振り返り）（１月） 

・キャリア相談（６～３月） 

次の研修等を実施した。 

・新採用者研修Ⅰ 

・新任主務研修 

・キャリアデザイン 

研修Ⅰ（30 歳） 

・キャリア相談 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、若
年層職員へ
のキャリア
支援やプロ
意 識 の 醸
成、並びに
管理監督者
に求められ
ているマネ
ジメント力
の向上に取
り組む必要
がある。 

 

引き続き次の研修等を
実施する。 

・新任主務研修 

・キャリア相談 

 

次の研修を実施する。 

・新採用者研修Ⅱ 

・新採用者研修Ⅲ 

・中堅職員研修 

・メンター・メンティ 

研修（振り返り） 

 

②管理監督者のマネジメント力の
向上 

マネジメント能力の向上や部下の
キャリア支援等、人材育成機能の
強化に向けて、階層別研修を実施。 
・新任部長研修（６～７月） 
・課長研修Ⅰ（新任課長研修） 
（６～７月） 

・課長研修Ⅱ（現任課長研修） 
（７～８月） 

・課長昇任前アセスメント研修
（７～10 月） 

・マネジメント力向上研修 
（10～12 月） 

・新任課長代理研修（６～９月） 

・新任係長研修（６～10 月） 

次の研修を実施した。 

・新任部長研修 

・課長研修Ⅰ（新任課長
研修） 

・課長研修Ⅱ（現任課長
研修） 

・課長昇任前アセスメン
ト研修 

・新任課長代理研修 

・新任係長研修 

 

（実施状況：○） 

引き続き次の研修を実
施する。 

・新任課長代理研修 

・新任係長研修 

 

次の研修を実施する。 

・マネジメント力向上
研修 
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柱 3-1-(1)-イ 市政改革の取組の理解と実践 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

市政改革の基本的な考え
方を踏まえ、仕事のやり方
を変えることを意識して
いる職員の割合 

28 年度 60％ 

29 年度 63％ 

（27 年度実績 59％） 

 ※27 年度回答率 53.2％ 

 28 年度時点の目標設定 

    29 年度  62％  

68.9％ 

（回答率 61.7％） 

達成 組織として、「市政改革プラン 2.0」の
基本的な考え方が理解され、自身の職
場に関連するプランに基づく取組が実
践できていると評価している職員の割
合 

30 年度 60％ 

31 年度 65％ 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①所属長に対する啓発 

・「市政改革プラン2.0」
の具体的な取組項目
の進捗が遅れている
所属に対し、個別訪
問を行い、市政改革
室長が所属長と意見
交換等を実施の上、
プランの進捗状況や
課題等の把握を行う
事により所属長の改
革についての率先垂
範を促す。（上期） 

・特に重点的な取組や
課題を有する取組等
について意見交換す
べき所属として、12
の区役所及び7の局・
室を選定した。 

・選定した所属の訪問
を開始し、18 所属に
ついて意見交換等を
実施し内容に応じて
訪問結果を取りまと
めて情報共有した。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、所
属長との意見
交換等を通じ
て、所属長の
改革について
の率先垂範を
促す必要があ
る。 

 

・残る１所属の訪問を行い、所属
長との意見交換等を実施の上、
プランの進捗状況や課題等の把
握を行うとともに、全所属長を
対象に「市政改革プラン 2.0（中
間見直し版）」の説明を行い、所
属長の改革についての率先垂範
を促す。 

②庁内ポータルや研修
による啓発 

・職員が改革の目標を
意識し、各職場で改
革の取組を着実に実
践するよう、改革の
必要性や考え方につ
いて、分かりやすい
資料を作成し、庁内
ポータルや各種研修
の場を活用して周知
する。（通年） 

・改革の実践に課題が
ある所属に対し、効
果的な所属支援を実
施する。（６～12 月） 

・新規採用者、新任係
長、新任課長・課長代
理研修等の機会に市
政改革の基本的な考
え方や取組について
説明し、周知を行っ
た。 

・「市政改革プラン2.0」
の 29 年度末時点進
捗状況及び中間見直
し版について、庁内
ポータル及び大阪市
ホームページを活用
して周知した。 

・個別支援の対象とし
て２所属を選定の
上、具体的支援の内
容の調整を開始し、
うち１所属に研修用
資料等の提供を行っ
た。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、改
革の必要性や
考え方につい
て階層に応じ
た研修等によ
り浸透を図る
とともに、改
革の実践に課
題がある所属
に対して個別
支援を実施し
ていく必要が
ある。 

・新任主務研修、中堅職員研修等
の機会に市政改革の基本的な考
え方や取組について説明し、周
知を行う。 

・「市政改革プラン 2.0」の 30 年
８月末時点進捗状況について、
庁内ポータル及び大阪市ホーム
ページを活用して周知する。 

・個別支援の対象所属に対し、認
知度をより向上させるよう、所
属のニーズに応じた支援を引き
続き実施する。 
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柱 3-1-(2)-ア-① 働きやすい職場環境づくり 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

男性職員の育児休業等取得率 
28 年度   7.0％ 
29 年度   8.0％ 
32 年度  13.0％（※） 
（27 年度実績 5.6％） 
※「特定事業主行動計画（仕事と生活の両立支援
プラン）（28 年３月〔改訂〕）」より 

7.8％ 未達成 30 年度  9.5％ 

31 年度 11.0％ 

 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①ワーク・ライフ・バラ
ンスを推進する取組 

・モデル実施の効果 
検証を行い、テレワ
ークの本格導入に向
けた検討を行う。（上
期） 

・以下の取組を進める
とともに、各所属の
協力を得ながら職員
が働きやすい職場環
境づくりを推進して
いく。（通年） 

・ワーク・ライフ・バ
ランス推進期間の設 
定（７月～８月） 

・管理職研修の実施
（上期） 

・６月、７月に階層別研修
（新任課長代理、係長研
修）を実施。 

・７月にイクボス研修を拡
大実施。 

（29 年度：３回 

⇒30 年度：６回） 

・７月、８月をワーク・ラ
イフ・バランス推進期間
として設定。 

・テレワークについて、モ
デル実施の効果検証を
実施。 

 

（実施状況：○） 

・数値は着実に上昇
しているものの目
標達成に向けて
は、職場実態に応
じた取組や働きや
すい環境の整備、
職員の意識啓発が
必要であることか
ら、引き続き情報
発信等の取組を進
めていく必要があ
る。 

 

・引き続き、テレワークに
ついて、モデル実施の効
果検証を行い、本格導入
に向けた取組を行う。 

・職員のワーク・ライフ・
バランス推進に向けて、
新たなプランを作成し、
その実現に向けた取組
を行う。 

・引き続き、各所属の協力
を得ながら職員が働き
やすい職場環境づくり
を推進していく。 

②安心して出産・子育て
をすることができる
職場環境づくり 

・以下の取組を進める
とともに、各所属の
協力を得ながら職員
が働きやすい職場環
境づくりを推進して
いく。（通年） 

・休暇、休業制度の周知
徹底（通年） 

・管理職研修の実施（上
期） 

・人事担当課長会など
あらゆる機会を通じ
て、男性職員の育児
休業等の取得推進、
特に育児参加休暇５
日連続取得について
の周知を図る。（通
年） 

・４月から、慣らし保育期
間においても育児休業
の取得を可能とする運
用の改善を実施すると
ともに、勤務条件の手引
き等を改正し、庁内ポー
タルによって周知。 

・６月、７月に階層別研修
（新任課長代理、係長研
修）を実施。 

・７月にイクボス研修を拡
大実施。 

（29 年度：３回 

⇒30 年度：６回） 

・７月に実施した人事担当
課長会において、男性職
員の育児休業等の取得
推進、特に育児参加休暇
５日連続取得について
の周知を実施。 

 

（実施状況：○） 

・以下の取組を進めると
ともに、各所属の協力を
得ながら職員が働きや
すい職場環境づくりを
推進していく。 

・休暇、休業制度の周知 
徹底 

・引き続き、人事担当課長
会などあらゆる機会を
通じて、男性職員の育児
休業等の取得推進、特に
育児参加休暇５日連続
取得についての周知を
図る。 
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柱 3-1-(2)-ア-② 女性の活躍推進 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

管理職に占める女性職員の
割合（事務系） 

［市長部局（各委員会事務
局・市会事務局含む）］ 

28 年度 

課長級以上 13.0％  

係長級以上 25.0％ 

29 年度 

課長級以上 14.5%  

係長級以上 26.0% 

32 年度（※） 

課長級以上 20.0％  

係長級以上 30.0％ 

27 年度実績  

課長級以上 12.5％ 

係長級以上 24.6% 

※「特定事業主行動計画
（仕事と生活の両立支援
プラン）（28 年３月〔改
訂〕）」より 

課長級以上 

14.0% 

係長級以上 

25.5% 

未達成 30 年度 

課長級以上 15.0％  

係長級以上 26.0％ 

31 年度 

課長級以上 16.0%  

係長級以上 27.0% 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①女性の活躍推進に向
けた取組 

・以下の取組を進め、女
性職員が能力を十分
に発揮し、活躍でき
るよう環境整備を推
進していく。（通年） 

 

・女性職員自身のキャ
リア形成を考えるセ
ミナー等の実施（下
期） 

・管理職研修の実施
（上期）     
など 

・６月、７月に階層別研
修（新任課長代理、係
長研修）を実施。 

 

（実施状況：○） 

・目標達成に向
けては、職員
の意識啓発が
必要であるこ
とから、引き
続き情報発信
等の取組を進
めていく必要
がある。 

・引き続き、以下の取組を進め、
女性職員が能力を十分に発揮
し、活躍できるよう環境整備を
推進していく。 

 

・女性職員自身のキャリア形成を
考えるセミナー等の実施 

 

・女性活躍に向けて市長からのメ
ッセージ発信を行うとともに、
職員のワーク・ライフ・バラン
ス推進に向けて、新たなプラン
を作成し、その実現に向けた取
組を行う。 
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柱 3-1-(2)-イ ５Ｓ、標準化、改善、問題解決力向上の推進 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

自身の職場で５Ｓが徹底さ
れていると感じている職員
の割合 

  28 年度 30％ 

  29 年度 63％ 

※27 年度回答率 53.2％ 

 28 年度時点の目標設定 

   29 年度 40％ 

80.8％ 

（回答率
61.7％） 

達成 自身の職場において、５Ｓ・標準化の
活動が自発的な改善につながっている
と評価している職員の割合 

  30 年度 20％ 

  31 年度 30％ 

 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①「５Ｓ活動」・「標準
化」の実践 

・管理、監督者及び係員
層を対象とした階層
別研修や情報発信を
実施するとともに、
昨年度から引き続き
各所属のアクション
プランに係る取組を
全庁的に実践する。
（通年） 

 

 

・関係所属会議を開催し、
今後の活動方針やアク
ションプランに係る取
組などについて協議し
た。 

・管理、監督者及び係員層
を対象とした階層別研
修や庁内情報誌による
情報発信を実施した。 

・各所属で実施している
アクションプランを庁
内ポータルに掲載し、
全庁的な情報共有を行
った。 

（実施状況：○） 

・引き続き、５S・
標準化の必要
性や考え方に
ついて、階層に
応じた研修等
により浸透を
図り、活動を推
進するととも
に、より多くの
職員の参加を
促していく必
要がある。 

 

・引き続き、管理、監督者及び
係員層を対象とした階層別
研修や情報発信を実施す
る。 

・各所属において 30 年度アク
ションプランの自己評価及
び 31年度アクションプラン
の策定を行う。 

 

②改善活動・問題解決力
向上の推進 

・所属長、課長級を対
象とした研修及び管
理、監督者層及び係
員を対象とした階層
別研修や情報発信を
実施するとともに、
改善に係る手順書を
作成する。（通年） 

・管理、監督者及び係員
層を対象とした階層別
研修を実施した。 

・各所属における改善活
動状況に関する調査を
実施した。 

・改善活動支援ツールを
作成し、庁内ポータル
への掲載、所属あて個
別研修等を通じて活用
推進を図った。 

・職員人材開発センター
と協議し、新たにはな
まる活動表彰制度にお
ける推薦枠を設けた。 

 

（実施状況：○） 

・全庁的な改善
活動の活性化
に向けた各所
属への支援を
継続していく
必要がある。 

 

・はなまる活動表彰制度の推
薦事例の精査・表彰決定等
を行う。 

・所属長及び課長級を対象と
した研修を実施する。 

・引き続き、改善活動支援ツー
ルの活用推進のための情報
発信を実施する。 

・問題解決力向上の推進に向
けた具体的な取組について
検討を行う。 

 



47 

柱 3-1-(3) コンプライアンスの確保 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

コンプライアンスを「意識し
ていない」職員の割合 

28 年度 3.1％以下 

29 年度 2.1％以下 

（27 年度実績 4.1％） 

3.2％ 

 

未達成 直属の上司が日々の業務においてコン
プライアンスを意識していると評価す
る職員の割合 

30 年度  77％ 

31 年度  78％ 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の 
取組内容 

（課題に対する対応） 

①コンプライアンス研修等の
実施 

・各階層に応じたコンプラ
イアンス研修の実施、各
所属実態に応じた効果的
なコンプライアンス研修
実施のための支援。（通
年） 

・職員アンケートの結果を
踏まえた効果的なコンプ
ライアンス推進強化月間
の取組。（８～９月） 

・コンプライアンスニュー
ス等の情報発信等の実
施。（通年） 

・集合型コンプライアンス研
修（所属長、部長級、課長・
課長代理級職員対象）を７
月に実施した。 

・コンプライアンス推進強化
月間（９月）を迎えるにあた
り、29 年度コンプライアン
スアンケートの結果を踏ま
え、８月に重点対象所属に
対し説明及びヒアリングを
実施した。 

・コンプライアンスニュース
を７月に発行した。 

 

（実施状況：○） 

・職務執行に
おけるコン
プライアン
ス確保を図
るため、各
階層に応じ
た研修や各
所属実態に
応じた重点
的・効果的
な取組を行
う必要があ
る。 

・コンプライアンス研修
（ｅラーニング型、少
人数型、職場研修）を
実施する。 

・各所属実態に応じた効
果的なコンプライア
ンス研修実施のため
の支援を実施する。 

・コンプライアンス推進
強化月間の取組を実
施する。 

・職員コンプライアンス
アンケートを実施す
る。 

・コンプライアンスニュ
ース、コンプライアン
ス白書を発行する。 

②公益通報制度の着実な運用 

・公正職務審査委員会にお
いて、迅速かつ充実した
審議を行い、公益通報制
度を着実に運用する。（通
年） 

・公益通報の現況や審議結
果に応じて、必要な情報
発信等の取組を行う。（通
年） 

・公正職務審査委員会を26回
開催した。 

・公益通報の現況を踏まえた
対応を関係所属に依頼し
た。 

・審議結果に応じて、必要な
情報を担当者研修及びコン
プライアンスニュースにお
いて情報発信した。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、公正職務審
査委員会において迅
速かつ充実した審議
を行い、審議結果に応
じた必要な情報発信
等を行う。 

③不祥事根絶に向けた取組の
推進 

・服務規律刷新ＰＴ会議を開
催して、不祥事根絶に向け
た具体的な方策の検討や各
所属における自律的な取組
内容の把握を行い、全市横
断的に情報共有する。 

（開催時期：４月） 

・服務研修の実施 

（開催時期：７月） 

 

・４月に服務規律刷新ＰＴ会
議を開催し、昨年 11 月以降
の任命権者別の重点取組の
状況等を確認し、30 年度に
おける取組を決定した。 

・任命権者別の重点取組を 29
年度に引き続き実施した。 

・服務研修（新任課長、課長代
理、コンプライアンス事務
を担当する課長、課長代理）
を７月に３回実施した。 

 

（実施状況：○） 

・不祥事根絶
に向け、任
命権者ごと
に不祥事案
の傾向を分
析し、組織
特有の課題
に即した取
組を引き続
き推進する
必 要 が あ
る。 

・職場服務研修（係長級
以下の全職員）を実施
する。 

（開催時期：９～12
月） 

・引き続き、任命権者別
の重点取組を実施す
る。 

 

 

 



48 

柱 3-2-(1) 施策・事業のＰＤＣＡサイクルの徹底 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標

の評価 
30 年度以降の目標 

日頃からＰＤＣＡサイクル
を意識して業務に取り組ん
でいる職員の割合 

28 年度 75％ 

29 年度 83％ 

（27 年度実績 73%） 

※27 年度回答率 53.2％ 

28 年度時点の目標設定 

29 年度 77％ 

84.3％ 

(回答率 61.7%） 

達成 自ら担当する業務について、ＰＤＣＡサ
イクルを回して５割以上の業務を改善
できたと評価している職員の割合 

30 年度 48％ 

31 年度 50％ 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①運営方針を活用したＰ
ＤＣＡサイクルの徹底 

・運営方針の策定や評
価に係る手続きにつ
いて、さらなる改善
に向けた検証を行う
とともに、有識者会
議委員の意見等も踏
まえ、全面的な見直
しを行う。（上期） 

 

 

 

・局・室の運営方針に係
る外部評価につい
て、より効果的な評
価とするため、有識
者会議委員と幹部職
員とのダイアログを
実施するとともに、
有識者会議委員によ
る関係所属の現場視
察を実施した。 

・運営方針の策定や評
価に係る手続きにつ
いて、有識者会議委
員や所属長から意見
を聴取し、見直しを
行った。 

 

（実施状況：○） 

・各所属におけ
る自律的なマ
ネジメントの
強化に取り組
むとともに、
ＰＤＣＡサイ
クルの浸透が
不十分な階層
（特に行政職
以外の係員）
や所属の底上
げを図る取組
が 必 要で あ
る。 

・運営方針の策定に課題のある所
属に対して、適切な策定に向け
た個別支援を実施する。 

・運営方針制度の見直しを行うと
ともに、所属マネジメントの強
化に向けた平成 31 年度からの
新たな取組を構築する。 

②各所属による自主的・
自律的なＰＤＣＡサイ
クル徹底の促進 

・全庁的なＰＤＣＡサ
イクルの徹底に向
け、関係所属の実情
に応じた効果的な支
援を行い、各所属に
よる自主的・自律的
なＰＤＣＡサイクル
の徹底を促進する。
（通年） 

 

 

・ＰＤＣＡサイクルの
認知度が低い２つの
所属を選定し、当該
所属担当者と連携し
て、29 年度の実績を
踏まえた効果的な個
別支援を実施し、自
主的・自律的なＰＤ
ＣＡサイクルの徹底
を促した。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、関係所属の実情に応
じた効果的な支援を行い、各所
属による自主的・自律的なＰＤ
ＣＡサイクルの徹底を促進す
る。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

③効果的な情報発信 

・様々な機会を捉えて
効果的な情報発信を
行うとともに、それ
らを効果検証し、そ
の結果を踏まえた改
善を行うことによ
り、ＰＤＣＡサイク
ルの浸透を図る。（通
年） 

・ＰＤＣＡサイクルに
関する基礎的な知識
の習得に向けたコン
テンツを庁内ポータ
ルにて発信するとと
もに、運営方針の策
定・評価に係る基本
的なスキルを習得す
るための研修を行っ
た。 

（実施状況：○） 

 ・引き続き、ＰＤＣＡサイクルの
浸透に向けて、あらゆる媒体や
機会を通じて効果的な情報発信
を実施するとともに、それらを
効果検証し、その結果を踏まえ
た改善を行う。 

④「５Ｓ活動」・「標準化」
の実践（柱 3-1-(2)-
イの取組①の再掲） 

・管理、監督者及び係員
層を対象とした階層
別研修や情報発信を
実施するとともに、
昨年度から引き続き
各所属のアクション
プランに係る取組を
全庁的に実践する。
（通年） 

 

 

 

 

・関係所属会議を開催
し、今後の活動方針
やアクションプラン
に係る取組などにつ
いて協議した。 

・管理、監督者及び係員
層を対象とした階層
別研修や庁内情報誌
による情報発信を実
施した。 

・各所属が策定したア
クションプランを庁
内ポータルに掲載
し、全庁的な情報共
有を行った。 

 

（実施状況：○） 

・引き続き、５
Ｓ・標準化の
必要性や考え
方について、
階層に応じた
研修等により
浸透を図り、
活動を推進す
るとともに、
より多くの職
員の参加を促
していく必要
がある。 

・引き続き、管理、監督者及び係
員層を対象とした階層別研修や
情報発信を実施する。 

・各所属において 30 年度アクシ
ョンプランの自己評価及び 31
年度アクションプランの策定を
行う。 

 

⑤改善活動・問題解決力
向上の推進（柱 3-1-
(2)-イの取組②の再
掲） 

・所属長、課長級を対象
とした研修及び管
理、監督者層及び係
員を対象とした階層
別研修や情報発信を
実施するとともに、
改善に係る手順書を
作成する。（通年） 

・管理、監督者及び係員
層を対象とした階層
別研修を実施した。 

・各所属における改善
活動状況に関する調
査を実施した。 

・改善活動支援ツール
を作成し、庁内ポー
タルへの掲載、所属
あて個別研修等を通
じて活用推進を図っ
た。 

・職員人材開発センタ
ーと協議し、新たに
はなまる活動表彰制
度における推薦枠を
設けた。 

 

（実施状況：○） 

・全庁的な改善
活動の活性
化に向けた
各所属への
支援を継続
していく必
要がある。 

・はなまる活動表彰制度の推薦事
例の精査・表彰決定等を行う。 

・所属長及び課長級を対象とした
研修を実施する。 

・引き続き、改善活動支援ツール
の活用推進のための情報発信を
実施する。 

・問題解決力向上の推進に向けた
具体的な取組について検討を行
う。 
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柱 3-2-(2) 内部統制体制の確立 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 29 年度実績 
29 年度目標の

評価 
30 年度以降の目標 

適切に業務が行われている
か日常的にチェックを行っ
ていると考えている職員の
割合 

28 年度 76％ 

29 年度 80％ 

（27 年度実績 71.3％） 

79.3％ 未達成 ・内部統制制度の導入・実施に関
し、30 年度中に提示される見
込みである総務省のガイドラ
インに従い、32 年度の改正法
施行に向けた工程表を作成
（30 年度） 

※31 年度の目標は、30 年度に作
成した工程表の内容を踏まえ
て設定予定 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①内部統制に関する情報
等の共有 

・総務省のガイドライン
の内容を踏まえ、業務
プロセスレベルでのリ
スク対応策整備・自己
点検に関するノウハウ
を周知するため、各所
属の内部統制に関する
事務の中心となる課長
級職員を対象に集合型
研修を実施。（下期） 

・29 年度実績を踏まえ、
重点対象所属に対して
取組を実施。（８～９
月） 

・29 年度に実施した内部
統制に関するアンケー
トの結果を踏まえ、８
月に重点対象所属に対
し説明及びヒアリング
を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・各所属が再構
築後の内部統
制の取組を円
滑に実施でき
るよう、ガイ
ドライン（た
たき台）の内
容を踏まえ、
着実に準備を
進める必要が
ある。 

・講師の選定、研修内容の
調整等の準備を進め、１
月に研修を実施する。 

②各所属のＰＤＣＡサイ
クルの検証 

・総務省のガイドライン
の内容を踏まえ、各所
属において自己点検を
実施。（下期） 

・各所属のモニタリング
を実施。（下期） 

・７月末に公表された総
務省ガイドライン（た
たき台）の内容を踏ま
え、実施すべき取組内
容の検討を開始した。 

 
（実施状況：○） 

・改正法により整備を義
務付けられる財務に関
する事務について、各所
属がガイドライン（たた
き台）の内容を踏まえた
自己点検を実施する。 

・共通業務所管所属が各
所属のモニタリングを
実施する。 

③内部統制の再構築 

・総務省のガイドライン
に基づき、計画的に準
備を進める。（下期） 

・ガイドライン（たたき
台）に基づき、32 年度
の改正法施行に向けた
工程の検討を開始し
た。 

 
（実施状況：○） 

・32 年度の改正法施行に
向けて、必要となる具体
的取組を明らかにし、工
程表を完成する。 
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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 

 

柱 1-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

身近な地域での

つながりに関し

て肯定的に感じ

ている区民の割

合 

29 年度 30％ 

 

24 区中 24 区で目標値を上回っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  
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41.6%
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41.2%

33.3%

47.4%

42.6%

47.8%

51.6%

50.8%

50.7%

49.9%

50.2%
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45.0%
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45.2%
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【目標値３０％】

40.0%

47.0%

51.0%

50.0%

40.0%

41.0%

55.0%

51.7%

46.0%

39.0%

55.0%

48.0%

53.0%

56.6%

56.0%

56.0%

55.0%

57.0%

51.8%

51.0%

55.0%
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51.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標

37.0%
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38.0%
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45.0%

36.0%

50.0%

45.0%

50.0%
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52.0%

55.0%

50.0%

48.0%

50.0%
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48.2%
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平野区
西成区

30年度目標
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①人と人とのつながりづ
くりのための取組への
支援 

・全区において、人のつな
がりの大切さについて
の啓発や、地域活動の
周知等の情報発信を行
う。（通年） 

・ＨＰ、ＳＮＳ（Face 
book、Twitter など）や
広報紙・掲示板等の多
様な媒体を活用して、
人のつながりの大切さ
についての啓発、地域
活動の周知や、地域活
動への参加、自治会等
への加入の呼びかけ等
に関する情報発信を実
施あるいは強化する。
（通年） 

・マンション住民を対象
に、防災や子育て支援
などの身近な課題を通
じて、地域活動への参
加やコミュニティづく
りに向けて支援する。
（通年） 

・転入者への転入時の案
内などの機会を捉え
て、地域活動への参加
や自治会・町内会への
加入促進の取組をさら
に強化する。（通年） 

 

 

 

・全区において、人のつな
がりの大切さについて
の啓発や、地域活動の
周知等の情報発信を行
った。 

・ＨＰ、ＳＮＳ（Face 
book、Twitter、インス
タグラムなど）や広報
紙・掲示板等多様な媒
体を活用して、人のつ
ながりの大切さについ
て啓発、地域活動の周
知や地域活動への参
加、自治会等への加入
の呼びかけ等に関する
情報発信を行った。一
部の区では、ケーブル
テレビと連携し、地域
活動協議会や同会長会
の紹介、地域の各種イ
ベント紹介を実施し
た。 

・マンション住民を対象
に、防災講座の開催を
はじめ、防災のワーク
ショップの運営への支
援や親子が集う場での
子育て支援情報の紹介
など地域活動への参加
やコミュニティづくり
に向けた取組を実施し
た。 

・転入者への転入時の案
内などの機会を捉え
て、地域活動への参加
や自治会・町内会への
加入促進の取組を強化
した。一部の区では、転
入者が訪れる住民情
報・保険年金待合フロ
アに地域活動協議会ブ
ースを新設し、構成団
体の事業やイベントを
紹介するとともに、地
域活動協議会の存在と
必要性、参画メリット
をアピールした。また、
案内パンフレットの多
言語化に取り組んだ。 

 

（実施状況：○） 

・さまざまな広
報ツールを活
用して、幅広
く情報発信す
る 必 要 が あ
る。 

・全区において、引き続き、人
のつながりの大切さについ
ての啓発や、地域活動の周
知等の情報発信を行う。 

・引き続き、ＨＰ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter など）
や広報紙・掲示板等の多様
な媒体を活用して、人のつ
ながりの大切さについての
啓発、地域活動の周知や、地
域活動への参加、自治会等
への加入の呼びかけ等に関
する情報発信を実施あるい
は強化する。 

・引き続き、マンション住民を
対象に、防災や子育て支援
などの身近な課題を通じ
て、地域活動への参加やコ
ミュニティづくりに向けて
支援する。 

・引き続き、転入者への転入時
の案内などの機会を捉え
て、地域活動への参加や自
治会・町内会への加入促進
の取組をさらに強化する。 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根差した活動の活性化（地縁型団体） 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

①自治会、町内会
単位（第一層）
の活動への支
援 

自治会・町内会単
位の活動に参加
している区民の
うち、自治会・町
内会単位の活動
に対する市から
の支援が役に立
っていると感じ
ている区民の割
合 

 

29 年度 

自治会・町内会単
位の活動への支
援策の策定、着手
可能なものから
実施 

 

 

自治会・町内会単位の活動への支
援策を検討し策定した。 

８区については、策定した支援策
に基づき、具体的な取組などの目
標設定を行い支援等を実施した。 

 

 

【参考：29 年度実績】 

「自治会・町内会単位の活動に対
する市からの支援が役に立っ
ていると感じている区民の割
合」 
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54.8%

62.1%

58.2%

61.8%

57.1%

48.3%

62.9%

60.3%

60.3%

63.5%

55.6%

58.8%

58.3%

57.6%

54.8%

61.5%

56.5%

58.3%

52.3%
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60.0%

62.0%

58.0%

51.0%

63.0%

61.0%

62.0%

65.0%

56.0%

60.0%

59.0%

60.0%

56.0%

65.0%

60.0%

60.0%

53.0%
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71.0%
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30年度目標
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51.0%

59.0%

60.0%

70.0%
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63.0%

59.0%

54.0%

64.0%

62.0%
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68.0%

57.0%
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目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

②地縁型団体が 
行う活動に参
加している区
民の割合 

29 年度 15％ 

 

 

24 区中 24 区で目標値を上回っ
た。 
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18.6%

23.7%

24.4%

21.9%

19.3%

19.4%

26.1%

21.4%

23.4%

18.0%

25.1%

23.8%

27.5%

27.9%

27.7%

24.4%

29.0%

29.5%

23.1%

29.6%

22.5%

23.3%

25.8%
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【目標値１５％】

20.0%

24.0%

25.0%

23.0%

20.0%

20.0%

28.0%

22.0%

24.0%

19.0%

30.0%

25.0%

31.0%

28.0%

29.0%

25.0%

31.0%

30.0%

30.0%

30.0%
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30年度目標

23.0%

25.0%

26.0%

25.0%

25.0%

21.0%

30.0%

23.0%

25.0%

20.0%
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27.0%

34.0%

29.0%

31.0%
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31年度目標
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目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

③各団体により 
地域の特性や 
課題に応じた 
活動が進めら
れていると感
じている区民
の割合 

29 年度 40％ 
 
 

24 区中 21 区で目標値を上回っ

た。 
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西成区の
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47.6%
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31.9%

50.6%
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50.5%
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【目標値４０％】
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48.0%

48.0%

45.0%

43.0%

54.0%

49.0%

48.0%

41.0%
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50.0%
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31年度目標
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①自治会、町内会単位（第
一層）の活動への支援 

・各区における第一層の活
動実態や区からの支援
内容、課題等を集約し、
全区で情報共有すると
ともに、各区が把握して
いる課題のうち、区長会
議安全・環境・防災部会
で検討を要するものが
あれば、対応策を検討す
る。（通年） 

・各区の実情に応じて、自
治会・町内会単位（第一
層）の活動への支援を行
う。（通年） 

・自治会・町内会への加入
促進に向けたチラシや
地域活動参加を促す案
内パンフレットを作成
し、転入者等に対し配布
して参加を呼びかける。
（通年） 

・一部の区では、マンショ
ン住民を対象とし、防災
訓練や防災講座等をき
っかけとして、自治会・
町内会への加入促進や
コミュニティ形成に向
けた支援を行う。（通年） 

 

 

・区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
における第一層の活動
実態や区からの支援内
容、課題等について調
査を行った。 

・各区の実情に応じて、
自治会・町内会単位（第
一層）の活動への支援
を行った。一部の区で
は、町会（第一層）の行
事において、住みます
芸人の派遣を行い、地
域でのつながりづくり
活動の支援を行った。 

・自治会・町内会への加
入促進に向けたチラシ
や地域活動参加を促す
案内パンフレットを作
成し、転入者等に対し
配布して参加を呼びか
けた。一部の区では、
来庁する区民に対し、
モニター（行政情報広
告画面）を用いて自治
会・町内会への加入を
呼びかけた。 

・一部の区では、マンシ
ョン住民を対象とし、
防災講座の事業案内の
ＤＭ送付を行ったり、
防災研修会を地域と連
携して実施するなど、
防災関係の取組をきっ
かけとして、自治会・
町内会への加入促進や
コミュニティ形成に向
けた支援を行った。 

・一部の区では、マンシ
ョン建設時の自治会組
織形成支援について検
討したが、有効な具体
的取組を見いだすに至
らなかった。 

 

（実施状況：△） 

・地域活動への
参加を促すた
め、活動内容
や加入促進の
効果的な発信
を工夫する必
要がある。 

・一部の区で
は、マンショ
ン住民と町会
のつながりが
希薄で、マン
ション住民の
地域活動に関
する関心が低
いことが課題
と な っ て い
る。 

・区長会議安全・環境・防災部
会において、調査を行った
各区における第一層の活動
実態や区からの支援内容、
課題等について集約し、全
区で情報共有するととも
に、各区が把握している課
題のうち、部会で検討を要
するものがあれば、対応策
を検討する。 

・引き続き、各区の実情に応
じて、自治会・町内会単位
（第一層）の活動への支援
を行う。 

・引き続き、自治会・町内会へ
の加入促進に向けたチラシ
や地域活動参加を促す案内
パンフレットを作成し、転
入者等に対し配布して参加
を呼びかける。 

・一部の区では、マンション
住民を対象としたコミュニ
ティ形成支援の効果的な取
組を検討するとともに、引
き続き、防災訓練や防災講
座等をきっかけとして、自
治会・町内会への加入促進
やコミュニティ形成に向け
た支援を行う。 

②地域リーダーの活躍促進 

・グリーンコーディネータ
ーについては、区長会議
まちづくり・にぎわい部
会において、各区の取組
情報を適宜収集し、取り
まとめ、24 区で共有する
ことにより、区役所と局
の相互連携を進め、各種
取組の実効性・有効性を
より高めていく。（通年） 

・子ども会指導者・育成者
については、区長会議こ

・グリーンコーディネー
ターについては、局に
おいて新たな制度実施
要綱（30 年４月 1 日制
定）に基づく登録移行
手続きを行い、各区へ
登録情報を提供した。
また、各区へ制度実施
要綱の説明会を３月末
に実施したが、担当者
の異動もあり、再度８
月に説明会を実施し
た。 

・グリーンコー
ディネーター
については、
区役所ごとに
緑化普及啓発
の事業・取組
に差があるた
め、今後は、
区と局が互い
に役割分担を
認識しながら
相互に連携す
ることで、活
躍 の 場 の 創

・グリーンコーディネーター
については、区長会議まち
づくり・にぎわい部会にお
いて、区における取組の参
考となるよう、各区の緑化
普及啓発に関する取組の情
報を局において取りまと
め、全区役所と情報共有を
図ることで、局と区の相互
連携を深める。また、各区に
おいては、登録情報を活用
し、局とともに活躍の場を
創出・拡充する。 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

ども・教育部会におい
て、任意団体である子ど
も会に対して行政がど
のような支援ができる
のか、また、行政と子ど
も会がどのような連携
ができるのか検討する。
（通年） 

・全区において、関係部局
と連携し、地域リーダー
本人の意向に基づき活
躍の場につなげるよう
取り組む。（通年） 

・一部の区では、地域防災
リーダーの活躍促進に
向けて、情報共有会や訓
練・研修会などを実施す
る。（通年） 

 

 

・子ども会指導者・育成
者については、各区の
子ども会の状況や課題
を踏まえ方向性を検討
した。また、29 年度実
施した子ども会に関す
る調査結果を全区で共
有した。 

・全区において、関係部
局と連携し、地域リー
ダー本人の意向に基
づき活躍の場につな
げるよう取り組んだ。
一部の区では、グリー
ンコーディネーター
の活躍促進に向けて、
ホームページに活動
状況を掲載したり、
区・局・グリーンコー
ディネーターによる
意見交換会を実施し
た。 

・一部の区では、地域防
災リーダーの活躍促
進に向けて、情報共有
会や訓練・研修会など
を実施した。 

 

（実施状況：○） 

出・拡充を図
っていく必要
がある。 

・子ども会指導
者・育成者に
ついては、区
と子ども会と
の連携につい
て、事例を全
区で共有する
必要がある。 

 

・子ども会指導者・育成者に
ついては、区長会議こども・
教育部会において、各区が
それぞれの状況に応じて行
っている子ども会との連携
事例等を局が集約・整理し、
全区で共有する。 

・全区において、引き続き、関
係部局と連携し、地域リー
ダー本人の意向に基づき活
躍の場につなげるよう取り
組む。 

・一部の区では、引き続き、地
域防災リーダーの活躍促進
に向けて、情報共有会や訓
練・研修会などを実施する。 

③気軽に活動に参加できる
機会の提供 

・全区において、誰もが気
軽に参加できる場や活
動等のきっかけとなる
ような情報を収集し、発
信する。（通年） 

・全区において、区役所や
まちづくりセンター等
の広報紙、ホームペー
ジ、ＳＮＳ等の多様な広
報媒体やイベント等を
通じて広く発信し、参加
を広く呼びかける。（通
年） 

・各地域活動協議会や中間
支援組織等と連携し、多
様な広報ツールを活用
したきめ細かな市民活
動情報の発信を行う。
（通年） 

・地縁型団体の会議等で活
動目的を改めて確認す
る機会を設け、さらに誰
もが気軽に参加できる
ようにする仕組みや工
夫に関する情報提供を
行う。（通年） 

・地域課題等について参加
者が自由に意見を述べ
ることができる場を開

・全区において、防災訓
練、地域清掃活動等の
誰もが気軽に参加でき
る場や活動等のきっか
けとなるような情報を
収集し、発信した。 

・全区において、区役所
やまちづくりセンター
等の広報紙、ホームペ
ージ、ＳＮＳ、掲示板
等の多様な広報媒体や
イベント等を通じて広
く発信し、参加を広く
呼びかけた。 

・一部の区では、ケーブ
ルテレビと連携し、地
活協や同会長会の紹
介、地域の各種イベン
ト紹介を実施した。 

・一部の区では、地縁型
団体の会議等で活動目
的を改めて確認する機
会を設け、さらに誰も
が気軽に参加できるよ
うにする仕組みや工夫
に関する情報提供を行
った。 

・一部の区では、地縁型
団体の会議において、
地域の祭り運営ボラン
ティア募集から地域活
動への参加につながっ

・気軽に参加で
きる場につい
て、知らない
人が多く、参
加者を増やす
取組が必要で
ある。 

 

・全区において、引き続き、誰
もが気軽に参加できる場や
活動等のきっかけとなるよ
うな情報を収集し、発信す
る。 

・全区において、引き続き、区
役所やまちづくりセンター
等の広報紙、ホームページ、
ＳＮＳ等の多様な広報媒体
やイベント等を通じて広く
発信し、参加を広く呼びか
ける。 

・各地域活動協議会や中間支
援組織等と連携し、多様な
広報ツールを活用したきめ
細かな市民活動情報の発信
を行う。 

・引き続き、地縁型団体の会
議等で活動目的を改めて確
認する機会を設け、さらに
誰もが気軽に参加できるよ
うにする仕組みや工夫に関
する情報提供を行う。 

・引き続き、地域課題等につ
いて参加者が自由に意見を
述べることができる場を開
催し、これまで地域に関わ
りの少なかった区民の地域
活動への参加を支援する。 

・過去に同種のイベントへの
参加者へのチラシの配布や
区掲示板の活用等、周知方
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

催し、これまで地域に関
わりの少なかった区民
の地域活動への参加を
支援する。（通年） 

 

 

た事例などの情報提供
を行った。 

・一部の区では、区内で
定期的に開催されてい
る企業やＮＰＯ等の各
団体や活動者が集まる
異業種交流会につい
て、地域住民や区内の
ものづくり企業へ積極
的な声かけを実施し、
拡大して実施した。 

 

（実施状況：〇） 

法を検討する。 

 

④ＩＣＴを活用したきっか
けづくり 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活
用して、区主催のイベン
ト等の情報や、地域活
動・地域団体等の情報を
発信し活動への参加を
呼びかける。（通年） 

・一部の区では、地域活動
の担い手の、ＳＮＳの活
用などＩＣＴスキルの
向上に向け、中間支援組
織を通じた支援を強化
する。（通年） 

・一部の区では、各地域活
動 協 議 会 な ど へ
CivicTech 活動の情報発
信を行う。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、
CivicTech 活動などの情
報発信に関する各区に
おける取組を把握し、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。（３
月） 

 

 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用して、区主催のイ
ベント、子育て支援活
動の情報や、地域活動・
地域団体・地域活動協
議会の情報を発信し活
動への参加を呼びかけ
た。 

・一部の区では、地域活
動の担い手の、ＳＮＳ
の活用などＩＣＴスキ
ルの向上に向け、ＩＣ
Ｔを活用した情報発信
に関する支援を行っ
た。 

・一部の区では、区ホー
ムページや Facebook
で、CivicTech活動の情
報発信を行った。 

・一部の区では、ＧＩＳ
を活用して、「こども
110 番の家」協力家庭
の地図表示に加え、犯
罪発生情報を地図上と
一覧表に集約して発信
することとしていた
が、協力家庭や犯罪発
生情報はホームページ
に掲載しているもの
の、ＧＩＳを活用し集
約しての情報発信には
至らなかった。 

 

（実施状況：△） 

・地域活動の担
い手のＩＣＴ
スキルの向上
に向けた取組
が 必 要 で あ
る。 

・協力家庭、犯
罪発生情報の
集 約 に つ い
て、ＧＩＳの
活用が容易で
はない。 

・引き続き、ＳＮＳなどのＩ
ＣＴを活用して、区主催の
イベント等の情報や、地域
活動・地域団体等の情報を
発信し活動への参加を呼び
かける。 

・一部の区では、引き続き、地
域活動の担い手の、ＳＮＳ
の活用などＩＣＴスキルの
向上に向け、ＩＣＴを活用
した情報発信に関する支援
を継続して行う。 

・一部の区では、引き続き、各
地域活動協議会などへ
CivicTech 活動の情報発信
を行う。 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、CivicTech活動な
どの情報発信に関する各区
における取組を把握し、区
長会議安全・環境・防災部会
において、各区の取組内容
を共有する。（３月） 

・一部の区では、ＧＩＳの活
用を再考し、内容を工夫し
ながら、ホームページやＳ
ＮＳで情報発信を行う。 

⑤委嘱制度の再検討 

・はぐくみネットコーディ
ネーター・生涯学習推進
員については、区長会議
こども・教育部会におい
て、分権型教育行政検討
小委員会での議論の進
展に合わせて、役割分担
や要綱案などを取りま
とめ、全区で内容を共有
する。（通年） 

・子ども家庭支援員につい

・はぐくみネットコーデ
ィネーター・生涯学習
推進員については、６
月の分権型教育行政検
討小委員会において、
生涯学習ルーム事業・
「小学校区教育協議会
－はぐくみネット－」
事業他社会教育関連事
業について議論した。 

・子ども家庭支援員につ
いては、各区への実務
者会議見学と要保護児

・はぐくみネッ
トコーディネ
ーター・生涯
学習推進員に
ついては、各
区における課
題を解消し、
地域の負担軽
減につながる
ような委嘱制
度 と す る た
め、部会での
取組を早急に

・はぐくみネットコーディネ
ーター・生涯学習推進員に
ついては、区長会議こども・
教育部会において、分権型
教育行政検討小委員会での
議論の結論に合わせて、役
割分担や要綱案などをとり
まとめ、全区で内容を共有
する。 

・子ども家庭支援員について
は、区長会議こども・教育部
会において、要保護児童対
策地域協議会の見守り支援
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

ては、区長会議こども・
教育部会において、31 年
３月をめどに役割を再
検討して、24 区で共有す
る。 

・廃棄物減量等推進員につ
いて、区長会議安全・環
境・防災部会と局が連携
して、活躍促進方策（区
長委嘱など制度面での
検討を含む）について検
討を行う。（通年） 

・スポーツ推進委員につい
ては、区長会議まちづく
り・にぎわい部会におい
て、局が実施する各区の
実態把握に基づく業務
内容の整理の進捗状況
及び追加委嘱時に行う
公募の試行実施の状況
を把握し、段階的に検
討・実施を行う。（通年） 

・統計調査員については、
区長会議まちづくり・に
ぎわい部会において、協
力依頼を行った各大学
における 30年 10月の住
宅・土地統計調査に向け
た調査員募集方法等に
ついて統計調査ワーキ
ンググループで検証し、
その結果を含めた統計
調査員の質と量の確保
についての同ワーキン
ググループにおける検
討状況や局における取
組状況を確認する。（通
年） 

・民生委員・児童委員につ
いては、区長会議福祉・
健康部会において、各区
が主体となって各区民
生委員・児童委員協議会
と連携して実施する、身
近な地域での広報啓発
や地域の実情把握、委員
活動の支援の内容を共
有する。また、年齢要件
については、局と関係団
体等との協議の状況な
どを把握し、進捗管理を
行うとともに、各区の意
見を踏まえて、必要に応
じて見直しに反映させ
る。（通年） 

・全区において、委嘱する
市民の方に委嘱の趣旨・
目的をしっかり理解し
ていただくための取組
を進めるとともに、一人
に多くの委嘱をするこ
とがないよう配慮する。
（通年） 

童対策地域協議会にか
かるヒアリングにおい
て、子ども家庭支援員
の活用状況や課題また
好事例について収集を
開始した。 

・廃棄物減量等推進員に
ついては、研修時や日
頃の活動時に活用する
「推進員マニュアル」
について、より具体的
な行動を盛り込むな
ど、推進員の役割や必
要性について理解を深
めることができるよ
う、内容の充実を図っ
た。また、廃棄物減量
等推進員の委嘱式及び
研修会を、15 区におい
て実施した。さらに、
廃棄物減量等推進員の
委嘱時において、区長
（又は副区長）からの
委嘱状の授与を 13 区
において実施した。 

・スポーツ推進委員につ
いては、局が各区担当
者、各区スポーツ推進
委員を対象にヒアリン
グ等による実態把握を
29 年度に引き続き実
施（７月～）。また、欠
員が生じている区の追
加委嘱（10 月）に向け
て、区の実情を勘案し
て希望する区において
区長推薦の候補者の公
募を試行実施した（８
月～）。 

・統計調査員について
は、29 年度協力依頼を
行った大学から住宅・
土地統計調査に従事い
ただく学生２名の紹介
を受け、調査員任命に
かかる手続きを実施し
た。また、職員退職者
説明会で調査員募集チ
ラシを受け取った退職
者１名を登録調査員と
して登録した。 

・民生委員・児童委員に
ついては、制度創設
100 周年にあたり、大
阪府・堺市と合同で広
く市民への啓発活動を
行うとともに、同日各
区においても一斉に啓
発活動を実施したほ
か、区広報紙への掲載
等に取り組んだ。 

・全区において、委嘱状
伝達式や研修会等の場

完了させ、全
区で共有する
必要がある。 

・子ども家庭支
援員について
は、要保護児
童対策地域協
議会において
の見守り支援
の担い手であ
る子ども家庭
支援員の活動
の活性化とそ
の役割につい
て検討する必
要がある。 

・廃棄物減量等
推進員につ
いては、区に
よって活動
にばらつき
がある。ま
た、廃棄物減
量等推進員
の活動が低
調であるこ
とから、満足
感が得られ
ないため、推
進員の負担
感につなが
っている。 

・スポーツ推進
委員につい
ては、29 年度
に策定した
見直しの方
針に基づき、
進捗状況を
把握し、検討
を進める必
要がある。 

・統計調査員に
おける量の
確保につい
ては、29 年度
２大学に協
力依頼を行
うとともに、
退職者へ働
きかけたが、
応募者数が
少数であっ
たことから、
調査員数の
拡大策の検
討が必要。ま
た、地域の負
担感軽減の
ため、オンラ
イン回答率
の向上も必
要。質の確保

に効果的な好事例を各区に
紹介し、全区での活動の活
性化を図るとともに、その
役割(業務内容)を明確化し
ていく。 

・廃棄物減量等推進員につい
ては、各区の推進員がより
積極的に取り組めるよう、
身近な目標として区ごと
にごみ減量目標を設定し、
活動の活性化や、達成感・
満足度の向上に向けて、区
長会議安全・環境・防災部
会と局が連携して取り組
む。また、残り９区につい
て、引き続き研修の場を設
け、マニュアルの改正点を
中心に推進員の役割につ
いて説明を行うとともに、
そうした場などを利用し
て、推進員の課題や要望等
を聞き取り、負担感軽減の
検討に活用していく。ま
た、区長委嘱など制度面で
の検討にも引き続き取り
組む。 

・スポーツ推進委員について
は、今後も局において各区
担当者及びスポーツ推進
委員へのヒアリング等に
よる実態調査を継続する
とともに、公募の試行実施
の状況の検証を区長会議
まちづくり・にぎわい部会
と局が連携して行う。 

・統計調査員については、区
長会議まちづくり・にぎわ
い部会で取り組むことと
し、量の確保については、
29 年度実施した大学への
協力依頼等の検証を行うと
ともに、新たな大学への働
きかけを行う。また、退職者
への働きかけを行うととも
に、当該取組の検証を行う。
さらには、統計調査ワーキ
ンググループにおける、そ
の他の調査員数拡大策につ
いての検討や、オンライン
回答率の高い他都市事例を
収集・分析し、オンライン回
答率の向上策の検討を行
い、方策を取りまとめる。質
の確保については、オンラ
イン調査に対応した研修を
実施する。 

・民生委員・児童委員につい
ては、区長会議福祉・健康
部会において、各区が主体
となって各区民生委員・児
童委員協議会と連携して
実施する、身近な地域での
広報啓発や地域の実情把
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

で委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的をし
っかり理解していただ
くための説明を行うと
ともに、委嘱にあたっ
て一人に多くの委嘱を
することがないよう配
慮した。一部の区では、
広報紙で活動紹介を行
ったり、活動マニュア
ルを作成し、委嘱の趣
旨目的の理解促進を行
った。 

（実施状況：○） 

については、
複雑な調査
方法等につ
いての調査
員の理解向
上が必要。 

・民生委員・児
童委員につい
ては、次期一
斉改選の準備
が開始される
31 年春に向け
て、広報啓発
を一層充実さ
せ、年齢要件
については検
討を完了する
必要がある。 

握、委員活動の支援の内容
を共有する。また、年齢要
件については、関係団体と
の調整により、30 年９月以
降に具体的な検討を開始
することとされており、局
と関係団体等との協議の
状況などを把握し、進捗管
理を行うとともに、各区の
意見を踏まえて、必要に応
じて見直しに反映させる。 

・全区において、引き続き、
委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっかり理
解していただくための取
組を進めるとともに、一人
に多くの委嘱をすること
がないよう配慮する。 

⑥補助金についての理解促
進 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。（通
年） 

・29 年度のｅラーニング
の結果を分析し、地域活
動協議会補助金に対す
る理解度を高めるため、
地域を担当する全職員
にｅラーニングを実施
する。（上期） 

・全区において、地域活動
協議会補助金説明会や
各地域活動協議会の会
議の場等で、補助金の趣
旨について説明する。
（通年） 

・新役員等を中心に、理解
促進を図るための説明
会等を開催する。（通年） 

・一部の区では、「地域カル
テ」ワークショップを継
続的に実施し、理解促進
を図る。（通年） 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、
29 年度末時点の進捗
状況を参考に、北区、
此花区、港区、住之江
区への取材を実施し
た。（６～７月） 

・地域活動協議会補助金
に対する理解度を高め
るため、29 年度のｅラ
ーニングの結果を分析
し、学習用資料を作成
し、市民協働職員研修
において講義を実施し
た。（５～６月）その後、
地域を担当する職員に
ｅラーニングを実施し
た。（７～８月） 

・全区において、地域活
動協議会補助金説明会
や各地域活動協議会の
運営委員会や役員会等
の会議の場等で、補助
金の趣旨について説明
した。 

・新会長を集めての説明
会の開催等、新役員等
を中心に、理解促進を
図るための説明会等を
開催した。 

・一部の区では、「地域カ
ルテ」ワークショップ
を継続的に実施し、理
解促進を図った。 

・一部の区では、新体制
の担当者を対象とした
説明会の開催を予定し
ていたが、中間支援組
織を通じた説明にとど

・役員だけでな
く実務者や構
成団体の事業
担当者への理
解促進を図る
必要がある。 

・一部の区で
は、共通した
内容の理解促
進のために説
明会を開催す
る 必 要 が あ
る。 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、取材事例を共有
する。 

・全区において、引き続き、地
域活動協議会補助金説明会
や各地域活動協議会の会議
の場等で、補助金の趣旨に
ついて説明する。 

・引き続き、新役員等を中心
に、理解促進を図るための
説明会等を開催する。 

・一部の区では、引き続き、
「地域カルテ」ワークショ
ップを継続的に実施し、理
解促進を図る。 

・分かりやすい資料を作成
し、様々な機会を活用して、
実務者や構成団体の事業担
当者の理解促進を図る。 

・一部の区では、31 年度補助
金申請時期に合わせて、制
度・趣旨の説明会を行う。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

まった。 

 

（実施状況：△） 

⑦活動の目的の再確認 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。（通
年） 

・全区において、地域活動
協議会補助金説明会や
各地域活動協議会の会
議の場等で、活動目的を
改めて確認する機会を
設ける。（通年） 

・新役員等を中心に、活動
目的を改めて確認する
機会を設ける。（通年） 

・一部の区では、「地域カル
テ」のワークショップを
継続的に実施し、活動目
的を改めて確認する機
会とする。（通年） 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、
29 年度末時点の進捗
状況を参考に、北区、
此花区、港区、住之江
区への取材を実施し
た。（６～７月） 

・全区において、地域活
動協議会補助金説明会
や各地域活動協議会の
運営委員会や役員会等
の会議の場等で、活動
目的を改めて確認する
機会を設けた。 

・新会長を集めての説明
会の開催等、新役員等
を中心に、活動目的を
改めて確認する機会を
設けた。 

・一部の区では、「地域カ
ルテ」のワークショッ
プを継続的に実施し、
活動目的の理解促進を
図った。 

・一部の区では、青少年
福祉委員への委嘱伝達
式において配付するた
めに、活動内容をまと
めたチラシを作成予定
だったが、活動内容を
表す写真がなく、委嘱
伝達式に間に合わなか
った。 

 

（実施状況：△） 

・役員だけでな
く実務者や構
成団体の事業
担当者への理
解促進を図る
必要がある。 

・一部の区で
は、青少年福
祉委員への委
嘱伝達式にお
いて、活動内
容をまとめた
チラシを配付
する必要があ
る。 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、取材事例を共有
する。 

・全区において、引き続き、地
域活動協議会補助金説明会
や各地域活動協議会の会議
の場等で、活動目的を改め
て確認する機会を設ける。 

・引き続き、新役員等を中心
に、活動目的を改めて確認
する機会を設ける。 

・一部の区では、引き続き、
「地域カルテ」のワークシ
ョップを継続的に実施し、
活動目的を改めて確認する
機会とする。 

・分かりやすい資料を作成
し、様々な機会を活用して、
実務者や構成団体の事業担
当者の理解促進を図る。 

・一部の区では、青少年福祉
委員の活動内容をまとめた
チラシを作成し、追加委嘱
があった際に配付する。 

⑧市民活動総合ポータルサ
イトの充実 

・区役所相談窓口等行政の
窓口において、市民活動
総合ポータルサイトの
案内を行い、活用を促
す。（通年） 

・全区において、地域活動
協議会や各種団体の会
議やイベントの場、区役
所ホームページや広報
紙等を通じて、市民活動
総合ポータルサイトの

・区役所相談窓口等行政
の窓口において、市民
活動総合ポータルサイ
トの案内を行い、活用
を促した。 

・全区において、地域活
動協議会や各種団体の
会議やイベントの場、
区役所ホームページや
広報紙、事業チラシの
配付を通じて、市民活
動総合ポータルサイト
の紹介を行うととも

・地縁型団体に
市民活動総合
ポータルサイ
トに登録する
メリットを理
解いただく必
要がある。 

・引き続き、区役所相談窓口
等行政の窓口において、市
民活動総合ポータルサイト
の案内を行い、活用を促す。 

・全区において、引き続き、地
域活動協議会や各種団体の
会議やイベントの場、区役
所ホームページや広報紙等
を通じて、市民活動総合ポ
ータルサイトの紹介を行う
とともに、各団体の登録と
積極的な活用を促す。 

・引き続き、まちづくりセン
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

紹介を行うとともに、各
団体の登録と積極的な
活用を促す。（通年） 

・まちづくりセンターの活
用や意見交換の場など
で運用面の負担感が比
較的少ない状況を説明
し、市民活動総合ポータ
ルサイトを紹介する。
（通年） 

・様々な機会を捉え、市民
活動総合ポータルサイ
トの有益性について説
明するとともに、積極的
な活用と登録を促す。
（通年） 

・一部の区では、地域のイ
ベント実施の告知及び
成果・報告を、市民活動
総合ポータルサイトに
掲載し、つながりの端
緒、機会を広げる。（通
年） 

 

 

に、各団体の登録と積
極的な活用を促した。 

・まちづくりセンターを
通じて市民活動ポータ
ルサイトを紹介した。 

・地域活動協議会や地域
団体の会議の場など
様々な機会を捉え、市
民活動総合ポータルサ
イトの有益性について
説明するとともに、積
極的な活用と登録を促
した。 

・一部の区では、市民活
動総合ポータルサイト
を活用し掲載したボラ
ンティア募集により、
地域主催の学習支援事
業の充実が図られた。 

・一部の区では、市民活
動総合ポータルサイト
の活用方法を広報紙８
月号に掲載予定であっ
たが、より効果的に掲
載するために、10 月号
への掲載に変更するこ
ととなった。 

 

（実施状況：△） 

ターの活用や意見交換の場
などで運用面の負担感が比
較的少ない状況を説明し、
市民活動総合ポータルサイ
トを紹介する。 

・引き続き、様々な機会を捉
え、市民活動総合ポータル
サイトの有益性について説
明するとともに、積極的な
活用と登録を促す。 

・一部の区では、地域のイベ
ント実施の告知及び成果・
報告を、市民活動総合ポー
タルサイトに掲載し、つな
がりの端緒、機会を広げる。 

・一部の区では、広報紙 10 月
号にポータルサイト活用記
事を掲載する。 

⑨活動への参加促進 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。 
（通年） 

・誰もが気軽に参加できる
活動情報等を、区のホー
ムページ、ＳＮＳ、広報
紙等の各種広報媒体を
活用して紹介する。（通
年） 

・誰もが気軽に参加（短時
間や短期間だけ活動に
参加）できるための仕組
みや工夫に関する情報
を提供するなどの支援
を行う。（通年） 

・一部の区では、好事例を
共有し各地域での参考
にしてもらうとともに、
情報交換を行える場を
設定する。（通年） 

・一部の区では、地域活動
協議会会長会、地域活動
協議会運営委員会など
で、効果的なボランティ
ア募集方法の事例紹介

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、
29 年度末時点の進捗
状況を参考に、北区、
此花区、港区、住之江
区への取材を実施し
た。（６～７月） 

・誰もが気軽に参加でき
る活動情報等を、区の
ホームページ、ＳＮＳ、
広報紙等の各種広報媒
体を活用して紹介し
た。一部の区では、地
域活動協議会の紹介壁
新聞を区役所等に掲示
し情報を提供した。ま
た、別の一部の区では、
民間事業者と連携し、
地域情報の発信を行っ
た。 

・誰もが気軽に参加（短
時間や短期間だけ活動
に参加）できるための
仕組みや工夫に関する
情報を提供した。 

・一部の区では、各地域
で行われている夏のイ
ベントや他区の取組の

・団体活動参加
への参考事例
となるような
仕組みや工夫
の情報収集と
把握が必要で
ある。 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、取材事例を共有
する。 

・引き続き、誰もが気軽に参
加できる活動情報等を、区
のホームページ、ＳＮＳ、広
報紙等の各種広報媒体を活
用して紹介する。 

・引き続き、誰もが気軽に参
加（短時間や短期間だけ活
動に参加）できるための仕
組みや工夫に関する情報を
提供するなどの支援を行
う。 

・一部の区では、好事例を共
有し各地域での参考にして
もらうとともに、情報交換
を行える場を設定する。 

・一部の区では、引き続き、地
域活動協議会会長会、地域
活動協議会運営委員会など
で、効果的なボランティア
募集方法の事例紹介や募集
する際の注意点を周知す
る。 

・一部の区では、随時、団体活
動参加への仕組みや工夫等
に関する内容確認を行いな
がら、参考事例となるよう
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

や募集する際の注意点
を周知する。（通年） 

 

 

 

事例研究及び討論を行
い、事業を深化させる
きっかけづくりを行
い、その際に参加対象
を限定せず、地域活動
に関心のある住民が新
たに地域活動に参画で
きる場として提供し
た。 

・一部の区では、地域活
動協議会運営委員会等
で、ボランティア募集
に関する方法などの紹
介を行った。 

・一部の区では、各団体
と活動についての意見
交換を行ったが、より
状況を把握するため、
引き続き各団体と内容
確認を行う必要がある
ことから、誰もが気軽
に参加できるための仕
組みや工夫に関する事
例の情報提供に至って
いない。 

 

（実施状況：△） 

なものについて情報提供を
行う。 
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柱 1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

各区の市民活動支
援情報提供窓口へ
の問合せ件数 

29 年度 

各区における窓口
の設置 

 

 

24 区中 24 区で市民活動支援
情報提供窓口を設置した。 

 

【参考：29 年度実績】 

「市民活動支援情報提供窓口
への問合せ件数（平年度化
したもの）」 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

3件

4.8件

2.0件

0.0件

2.4件

6.0件

9.6件

0.0件

7.2件

0.0件

0.0件

6.0件
21.6

件
6.0件

2.0件

0.0件

4.8件

7.2件

2.0件

2.0件

2.0件

0.0件

0.0件

2件

0件 30件

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

4件
6件

3件
1件

3件
7件

13件
1件

8件
2件

1件
7件

24件
10件

3件
3件

6件
8件

3件
3件
3件

1件
1件

3件

0件 30件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

30年度目標【件数】

5件
7件

4件
2件

4件
8件

15件
2件

9件
3件

2件
8件

27件
11件

4件
5件

7件
9件

4件
4件
4件

2件
2件

4件

0件 30件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標【件数】
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①各区におけるテーマ型
団体への支援窓口の 
設置 

・認知度向上のため、区
ホームページやＳＮ
Ｓ、各種イベントの場
などを活用し周知を行
う。（通年） 

・テーマ型団体に対し
て、市民活動総合ポー
タルサイトを活用した
支援メニューなど情報
の提供を行う。（通年） 

・一部の区では、多様な
活動主体間の交流の場
への参画などにより、
テーマ型団体とのつな
がりづくりに取り組
む。（通年） 

 

・各区におけるテーマ型
団体への支援窓口の認
知度向上のため、区ホ
ームページやＳＮＳ、
地域活動協議会との意
見交換会、区役所主催
の交流会といった各種
イベントの場などを活
用し周知を行った。 

・テーマ型団体に対し
て、市民活動総合ポー
タルサイトを活用した
支援メニュー、区独自
の支援事業の情報の提
供を行った。 

・一部の区では、テーマ
型団体とのつながりを
つくるため、市民活動
総合ポータルサイトの
活用に取り組んだ。 

 

（実施状況：○） 

・各区における
テーマ型団
体への支援
窓口の認知
度が低い。 

・引き続き、各区におけるテー
マ型団体への支援窓口の認
知度向上のため、区ホームペ
ージやＳＮＳ、各種イベント
の場などを活用し周知を行
う。 

・引き続き、テーマ型団体に対
して、市民活動総合ポータル
サイトを活用した支援メニ
ューなど情報の提供を行う。 

・一部の区では、引き続き、テ
ーマ型団体とのつながりを
つくるため、市民活動総合ポ
ータルサイトの活用に取り
組む。 

②ＩＣＴ利活用による市
民協働のきっかけづく
り（Ⅱ-アの取組④の再
掲） 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用して、区主催のイ
ベント等の情報や、地
域活動・地域団体等の
情報を発信し、活動へ
の参加を呼びかける。
（通年） 

・一部の区では、Civic 
Tech 活動の情報発信
や提供を行う。（通年） 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、CivicTech 活動など
の情報発信に関する各
区における取組を把握
し、区長会議安全・環
境・防災部会において、
各区の取組内容を共有
する。（３月） 

 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用して、区主催のイ
ベント、子育て支援活
動の情報や、地域活動・
地域団体・地域活動協
議会の情報を発信し活
動への参加を呼びかけ
た。 

・一部の区では、区ホー
ムページや Facebook
で、CivicTech 活動の情
報発信を行った。 

・一部の区では、ＧＩＳ
を活用して、「こども
110 番の家」協力家庭
の地図表示に加え、犯
罪発生状況を地図上と
一覧表に集約して発信
することとしていた
が、協力家庭や犯罪発
生情報はホームページ
に掲載しているもの
の、ＧＩＳを活用し集
約しての情報発信には
至らなかった。 

 

（実施状況：△） 

・地域活動への
新たな担い
手の参画に
つなぐこと
が必要であ
る。 

・協力家庭、犯
罪発生情報
の集約につ
いて、ＧＩＳ
の活用が容
易ではない。 

・引き続き、ＳＮＳなどのＩＣ
Ｔを活用して、区主催のイベ
ント等の情報や、地域活動・
地域団体等の情報を発信し
活動への参加を呼びかける。 

・一部の区では、引き続き、
CivicTech 活動の情報発信や
提供を行う。 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、CivicTech 活動など
の情報発信に関する各区に
おける取組を把握し、区長会
議安全・環境・防災部会にお
いて、各区の取組内容を共有
する。（３月） 

・一部の区では、ＧＩＳの活用
を再考し、内容を工夫しなが
ら、ホームページやＳＮＳで
情報発信を行う。 

 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

①地域活動協議
会の構成団体
が、自分の地域
に即した支援
を受けること
ができている
と感じた割合 

29 年度 80％ 

 

 

24 区中 16 区で目標値を上回っ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

西区、西
淀川区、
東淀川
区、生野
区、旭
区、城東
区、住吉
区、東住
吉区の８
区が未達
成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90.1%

80.5%

93.8%

92.3%

91.5%

69.9%

89.0%

82.9%

83.1%

85.2%

59.5%

84.9%

64.7%

84.3%

75.9%

62.6%

63.1%

81.3%

81.4%

86.0%

78.9%

42.2%

81.7%

89.2%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値８０％】

91.0%

81.0%

94.0%

94.0%

93.0%

80.0%

90.0%

83.0%

84.0%

86.0%

80.0%

87.0%

72.0%

85.0%

80.0%

80.0%

80.0%

82.0%

85.0%

88.0%

80.0%

80.0%

82.0%

90.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

30年度目標

92.0%

82.0%

95.0%

95.0%

95.0%

81.0%

91.0%

84.0%

85.0%

87.0%

81.0%

89.0%

80.0%

86.0%

83.0%

83.0%

82.0%

85.0%

88.0%

90.0%

85.0%

81.0%

83.0%

91.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標
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目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

②地域活動協議
会を知ってい
る区民の割合 

29 年度 30％ 

30 年度 35％ 

31 年度 40％ 

 

（ 28 年度 実績
15.9％） 

 

24 区中 24 区で目標値を下回っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

全区が 
未達成 

変更なし 

 

  

18.1%

19.0%

16.9%

18.8%

14.4%

17.9%

24.4%

19.1%

16.2%

12.4%

21.4%

21.2%

23.4%

24.4%

20.4%

19.7%

22.4%

25.5%

18.0%

23.3%

19.3%

20.4%

21.4%

17.1%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値３０％】
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目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

③地域活動協議
会の構成団体
が、地域活動協
議会に求めら
れている準行
政的機能を認
識している割
合 

29 年度 80％ 

 

 

24 区中３区で目標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

都島区、
中央区、
東成区の
３区が達
成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

67.5%

80.9%

48.6%

58.2%

95.1%

59.1%

75.9%

58.3%

61.5%

62.8%

42.6%

56.5%

68.9%

87.6%

55.4%

37.9%

44.3%

55.3%

65.0%

53.9%

54.4%

39.5%

62.0%

51.3%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値８０％】

80.0%

81.0%

80.0%

80.0%

96.0%

80.0%

80.0%

70.0%

80.0%

80.0%

80.0%

80.0%

75.0%

88.0%

65.0%

80.0%

80.0%

60.0%

80.0%

80.0%

80.0%

80.0%

80.0%

65.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

30年度目標

81.0%

82.0%

81.0%

81.0%

97.0%

81.0%

81.0%

80.0%

81.0%

81.0%

81.0%

81.0%

80.0%

89.0%

80.0%

83.0%

82.0%

80.0%

83.0%

82.0%

85.0%

81.0%

83.0%

80.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①地域実情に応じたきめ
細かな支援 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会において、
各区の取組内容を共有
する。（通年） 

・地域ニーズの把握によ
り「地域カルテ」を充実
させるとともに、「地域
カルテ」を活用し、地域
課題に即した支援を行
う。（通年） 

・地域状況や課題を共有
し、地域活動協議会が
必要とする支援につな
げる。（通年） 

・一部の区では、各地域
担当間、各課を横断し
た情報共有及び課題解
決方策の検討を行うた
めの会議を開催する。
（通年） 

・区を越えた地域活動協
議会の事例共有や連携
促進のための交流の場
について、区長会議の
もと実施方法等を検証
し、必要に応じて開催
する。（通年） 

 

 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、29
年度末時点の進捗状況
を参考に、北区、此花
区、港区、住之江区への
取材を実施した。また、
「地域カルテ」の作成
状況及び「地域カルテ」
を活用した支援につい
て、照会を行った。（６
～７月） 

・各地域における「地域
カルテ」の活用を支援
するため、「地域カル
テ」の活用に関する職
員研修を実施した。（８
月） 

・「地域カルテ」の作成・
充実に関する支援とと
もに、「地域カルテ」を
活用し、地域活動協議
会が必要とする地域課
題に即した支援を行っ
た。 

・中間支援組織、区社協
等と連携し、地域状況
や課題、地域活動に役
立つ情報等の収集・提
供を実施した。 

・一部の区では、区役所
組織を横断した情報共
有会議での内容を記録
し、区役所内での情報
共有を図りながら、地
域特性に応じた支援に
取り組んだ。 

・区を越えた地域活動協
議会の事例共有や連携
促進のための交流の場
について、29 年度のア
ンケート結果を踏ま
え、開催手法等の検討
を始めた。 

 

（実施状況：○） 

・各地域で、課
題やニーズ
の把握、解決
手法を話し
合う必要が
ある。 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、各区の取組内容を共
有する。 

・各地域における「地域カルテ」
の充実を支援するため、「地
域カルテ」の充実に関する職
員研修を実施する。 

・引き続き、「地域カルテ」の作
成・充実を支援するととも
に、「地域カルテ」を活用した
地域活動協議会が必要とす
る地域課題に即した支援を
行う。 

・中間支援組織、区社協と連携
し、「地域カルテ」更新作業を
通じて地域実情に応じたき
め細やかな支援を実施する。 

・一部の区では、引き続き、区
役所組織を横断した情報共
有会議での内容を記録し、区
役所内での情報共有を図り
ながら、地域特性に応じた支
援に取り組む。 

・区を越えた地域活動協議会の
事例共有や連携促進のため
の交流の場について、29 年度
のアンケート結果を踏まえ、
開催手法を検討し、開催す
る。 

・地域活動協議会運営委員会に
おいて、意見交換や課題解決
の話合いを促進する。 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

②地域活動協議会の認知
度向上に向けた支援 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会において、
各区の取組内容を共有
する。（通年） 

・区のホームページやＳ
ＮＳをはじめ、広報紙
やリーフレットなど、
様々な広報媒体を通じ
て、地域活動の紹介を
行う。（通年） 

・課題を抽出して「地域
カルテ」を更新し、支援
していく。（通年） 

・転入者への転入時の案
内などの機会を捉え
て、地域活動への参加
を呼びかける。（通年） 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介する。（通年） 

・マンション住民を対象
に、防災講座の開催を
はじめ、防災のワーク
ショップ運営や防災マ
ニュアルの策定を支援
することで、マンショ
ン内の住民交流を促進
し、コミュニティ形成
へと誘導するととも
に、地域活動協議会を
紹介する。（通年） 

 

 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、29
年度末時点の進捗状況
を参考に、北区、此花
区、港区、住之江区への
取材を実施した。（６～
７月） 

・区のホームページ、Ｓ
ＮＳ、広報紙をはじめ、
リーフレット、チラシ、
ポスターなど、様々な
広報媒体を通じて、地
域活動の紹介を行っ
た。 

・課題を抽出して、随時
「地域カルテ」の更新
の支援を行った。 

・転入者への転入時の案
内などの機会に、地域
活動への参加を呼びか
けた。 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介した。 

・マンション内の住民交
流を促進し、コミュニ
ティ形成へと誘導する
ため、29 年度送付した
ＤＭに回答があったマ
ンションから重点的に
働きかけを始めた。 

・一部の区では、各地域
活動協議会広報担当者
等を対象に、地域公共
人材を活用して広報研
修会を開催した。各担
当者による意見交換を
行うとともに、専門的
な観点から効果的な広
報のノウハウ、地域活
動協議会紹介リーフレ
ット作成にあたっての
アドバイスを行った。
広報研修の結果、当初
作成予定のリーフレッ
トをブラッシュアップ
することとなり、予定
していた前期中の作成
が見込めなくなった。 

 

（実施状況：△） 

・地域活動協議
会の活動に
ついての認
知度が向上
するために
は、幅広い人
に情報が伝
わる必要が
ある。 

・一部の区で
は、各地域に
よりリーフ
レット作成
の進度が異
なり、予定ど
おり進捗し
ていない地
域がある。 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、取材事例を共有す
る。 

・引き続き、区のホームページ
やＳＮＳをはじめ、広報紙や
地域活動紹介したリーフレ
ットなど、様々な広報媒体を
通じて、地域活動の紹介を行
う。 

・引き続き、課題を抽出して「地
域カルテ」を更新し、支援し
ていく。 

・引き続き、転入者への転入時
の案内などの機会を捉えて、
地域活動への参加を呼びか
ける。 

・引き続き、小学校前の掲示板
で地域活動協議会の取組を
紹介する。 

・マンション住民を対象に、防
災講座の開催をはじめ、防災
のワークショップ運営や防
災マニュアルの策定を支援
することで、マンション内の
住民交流を促進し、コミュニ
ティ形成へと誘導するとと
もに、地域活動協議会を紹介
する。 

・参加しやすい事業を区広報紙
に掲載することにより活動
の認知度向上につながるよ
う周知を図る。 

・一部の区では、まちづくりセ
ンターと連携し、地域の意見
も取り入れながら、下期の早
い時期に完成するよう地域
活動協議会紹介リーフレッ
トの作成を支援する。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

③地域活動協議会に期待
する準行政的機能の趣
旨についての理解度 
向上 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会において、
各区の取組内容を共有
する。（通年） 

・29 年度のｅラーニング
の結果を分析し、理解
度が低かった項目を中
心に資料を作成し、理
解を深める。（上期） 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講する。（上期） 

・地域事業や地域活動協
議会意見交換会などの
機会を活用し、役員を
はじめ地域住民の理解
が深まるよう、説明を
行う。（通年） 

・準行政的機能の理解促
進を図るためのチラシ
やリーフレットを作成
し、周知を行う。（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter
など）や広報紙・掲示板
等の多様な媒体を活用
して、地域活動協議会
の役割について情報発
信を行う。（通年） 

 

 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、29
年度末時点の進捗状況
を参考に、北区、此花
区、港区、住之江区への
取材を実施した。（６～
７月） 

・29 年度のｅラーニング
の結果を分析し、学習
用資料を作成し、市民
協働職員研修において
講義を実施した。（５～
６月） 

・地域を担当する職員を
対象にｅラーニングを
実施した。（７～８月） 

・地域事業や地域活動協
議会の運営委員会や意
見交換会などの機会を
活用し、役員をはじめ
地域住民の理解が深ま
るよう、説明を行った。 

・準行政的機能の理解促
進を図るためのチラシ
の作成に取りかかっ
た。 

・ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter
など）や広報紙・掲示板
等の多様な媒体を活用
して、地域活動協議会
の役割について情報発
信を行った。 
一部の区では、転入者
に地域活動チラシを配
付した。 

・一部の区では、広報紙
及びＨＰでの周知を予
定していたが、ＨＰに
ついては修正準備にと
どまった。 

 

（実施状況：△） 

・理解度向上の
ためには、機
会をとらえ
て繰り返し
説明する必
要がある。 

・一部の区で
は、準行政的
機能の周知
のために、Ｈ
Ｐの修正を
行う必要が
ある。 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、取材事例を共有す
る。 

・引き続き、地域事業や地域活
動協議会意見交換会などの
機会を活用し、役員をはじめ
地域住民の理解が深まるよ
う、説明を行う。 

・準行政的機能の理解促進を図
るためのチラシを作成し、地
域活動協議会の会議で説明
する。 

・引き続き、ホームページ、Ｓ
ＮＳ（Facebook、Twitter な
ど）や広報紙・掲示板等の多
様な媒体を活用して、地域活
動協議会の役割について情
報発信を行う。 

・地域のイベントや会議、多様
な広報媒体等を活用し、機会
をとらえて繰り返し説明を
行う。 

・一部の区では、広報紙やＨＰ
で周知を行う。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

② 総意形成機能の充実 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

総意形成機能を
認識している地
域活動協議会の
構成団体の割合 

29 年度 
各地域活動協議
会からの推薦を
受けた区政会議
の委員を選定し
ている区の数 20
区（28 年度実績 
17 区） 
 
 

各地域活動協議会からの推薦を
受けた区政会議の委員を選定し
ている区の数 24 区 

【参考：29 年度実績】 

「総意形成機能を認識している
団体の割合」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

66.7%

70.9%

47.2%

53.1%

55.7%

60.1%

77.5%

60.0%

53.9%

71.7%

37.4%

58.9%

64.8%

79.3%

55.8%

36.0%

48.0%

52.0%

63.1%

59.6%

59.1%

39.5%

62.9%

55.8%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

67.0%

71.0%

48.0%

57.0%

60.0%

80.0%

78.0%

61.0%

57.0%

72.0%

70.0%

60.0%

68.0%

80.0%

56.0%

50.0%

55.0%

55.0%

65.0%

65.0%

80.0%

50.0%

63.0%

57.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

30年度目標

68.0%

72.0%

49.0%

60.0%

65.0%

81.0%

79.0%

62.0%

60.0%

73.0%

71.0%

62.0%

71.0%

81.0%

57.0%

60.0%

60.0%

60.0%

68.0%

68.0%

85.0%

60.0%

64.0%

58.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①地域活動協議会の認知
度向上に向けた支援（Ⅲ
-ア-①の取組②の再掲） 

・区のホームページやＳ
ＮＳをはじめ、広報紙
やリーフレットなど、
様々な広報媒体を通じ
て、地域活動の紹介を
行う。（通年） 

・課題を抽出して「地域カ
ルテ」を更新し、支援し
ていく。（通年） 

・転入者への転入時の案
内などの機会を捉え
て、地域活動への参加
を呼びかける。（通年） 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介する。（通年） 

・マンション住民を対象
に、防災講座の開催を
はじめ、防災のワーク
ショップ運営や防災マ
ニュアルの策定を支援
することで、マンショ
ン内の住民交流を促進
し、コミュニティ形成
へと誘導するととも
に、地域活動協議会を
紹介する。（通年） 

・区のホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報紙をはじめ、リ
ーフレットやチラシな
ど、様々な広報媒体を
通じて、地域活動の紹
介を行った。 

・一部の区では、区内高校
生の協力のもと各地域
活動協議会のポスター
を作成した。 

・課題を抽出して、随時
「地域カルテ」の更新
の支援を行った。 

・転入者への転入時の案
内などの機会に、地域
活動への参加を呼びか
けた。 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介した。 

・マンション内の住民交
流を促進し、コミュニ
ティ形成へと誘導する
ため、29 年度送付した
ＤＭに回答があったマ
ンションから重点的に
働きかけを始めた。 

 

（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の活動につ
いての認知度
が向上するた
めには、幅広
い人に情報が
伝わる必要が
ある。 

・参加しやすい事業を区広報
紙に掲載することにより活
動の認知度向上につながる
よう周知を図る。 

・引き続き、区のホームページ
やＳＮＳをはじめ、広報紙
や地域活動紹介したリーフ
レットなど、様々な広報媒
体を通じて、地域活動の紹
介を行う。 

・引き続き、課題を抽出して
「地域カルテ」を更新し、支
援していく。 

・引き続き、転入者への転入時
の案内などの機会を捉え
て、地域活動への参加を呼
びかける。 

・引き続き、小学校前の掲示板
で地域活動協議会の取組を
紹介する。 

・マンション住民を対象に、防
災講座の開催をはじめ、防
災のワークショップ運営や
防災マニュアルの策定を支
援することで、マンション
内の住民交流を促進し、コ
ミュニティ形成へと誘導す
るとともに、地域活動協議
会を紹介する。 

②地域活動協議会に期待
する総意形成機能の趣
旨についての理解度向
上 

・29 年度のｅラーニング
の結果を分析し、理解
度が低かった項目を中
心に資料を作成し、理
解を深める。（上期） 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講する。（上期） 

・地域事業や地域活動協
議会意見交換会などの
機会を活用し、役員をは
じめ地域住民の理解が
深まるよう、説明を行
う。（通年） 

・総意形成機能の理解促進
を図るためのチラシや
リーフレットを作成し、
周知を行う。（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳ 
（Facebook、Twitterな
ど）や広報紙・掲示板等

・29年度のｅラーニング
の結果を分析し、学習
用資料を作成し、市民
協働職員研修において
講義を実施した。（５～
６月） 

・地域を担当する職員を
対象にｅラーニングを
実施した。（７～８月） 

・地域事業や地域活動協
議会の運営委員会や意
見交換会などの機会を
活用し、役員をはじめ
地域住民の理解が深ま
るよう、説明を行った。 

・総意形成機能の理解促
進を図るためのチラシ
の作成に取りかかっ
た。 

・ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter 
など）や広報紙・掲示板
等の多様な媒体を活用
して、地域活動協議会

・理解度向上の
ためには、機
会をとらえて
繰り返し説明
する必要があ
る。 

 

・引き続き、地域事業や地域
活動協議会意見交換会など
の機会を活用し、役員をは
じめ地域住民の理解が深ま
るよう、説明を行う。 

・総意形成機能の理解促進を
図るためのチラシを作成
し、地域活動協議会の会議
で説明する。 

・引き続き、ホームページ、Ｓ
ＮＳ（Facebook、Twitter な
ど）や広報紙・掲示板等の多
様な媒体を活用して、地域
活動協議会の役割について
情報発信を行う。 

・地域のイベントや会議、多様
な広報媒体等を活用し、機
会をとらえて繰り返し説明
を行う。 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

の多様な媒体を活用し
て、地域活動協議会の
役割について情報発信
を行う。（通年） 

 

の役割について情報発
信を行った。 
一部の区では、転入者
に地域活動チラシを配
付した。 

 

（実施状況：○） 

③総意形成機能を発揮す
るために備えておくべ
き要件の確認など 

・地域活動協議会運営委
員会などにおいて、要
件を満たしているかの
確認を定期的に行うと
ともに、必要に応じて
助言・指導を行う。（通
年） 

・各地域活動協議会役員
会や運営委員会、地域
活動協議会の会長が集
まる会や補助金説明会
等の機会を通じて周知
徹底を図る。（通年） 

・地域活動協議会が意思
決定した内容・経緯等
について、地域活動協
議会の広報紙・ホーム
ページ、市民活動ポー
タルサイトなどで公開
できるよう、中間支援
組織と連携し支援を行
う。（通年） 

 

 

・地域活動協議会運営委
員会などにおいて、要
件を満たしているかの
確認を定期的に行うと
ともに、助言・指導を行
った。 

・各地域活動協議会役員
会や運営委員会、地域
活動協議会の会長が集
まる会や補助金説明会
等の機会を通じて、総
意形成機能を発揮する
ために備えておくべき
要件について周知を行
った。 

・地域活動協議会が意思
決定した内容・経緯等
について、地域活動協
議会の広報紙・ホーム
ページ、市民活動ポー
タルサイトなどで公開
できるよう、中間支援
組織と連携し支援を行
った。一部の区では、予
算決算情報について
は、各地域活動協議会
広報紙に掲載すること
により、順次住民への
周知を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・理解度向上の
ためには、機
会をとらえて
繰り返し説明
する必要があ
る。 

・一部の区で
は、地域が意
思決定した内
容・経緯等に
ついて幅広い
住民に説明す
るため、ＩＣ
Ｔを活用した
周知方法につ
いても理解を
深めることが
できるよう支
援を実施して
いく必要があ
る。 

・引き続き、地域活動協議会運
営委員会などにおいて、要
件を満たしているかの確認
を定期的に行うとともに、
必要に応じて助言・指導を
行う。 

・引き続き、各地域活動協議会
役員会や運営委員会、地域
活動協議会の会長が集まる
会や補助金説明会等の機会
を通じて周知徹底を図る。 

・引き続き、地域活動協議会
が意思決定した内容・経緯
等について、地域活動協議
会の広報紙、ホームページ、
市民活動総合ポータルサイ
トなどで公開できるよう、
中間支援組織と連携し支援
を行う。 

・地域のイベントや会議、多様
な広報媒体等を活用し、機
会をとらえて繰り返し説明
を行う。 
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柱 1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

各区において、新たに
地 域活 動協 議会と 
ＮＰＯ及び企業等と
が連携した取組を行
った件数 

29 年度 各区５件 

30 年度 各区５件 

31 年度 各区５件 

 

24 区中 21 区で目標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

西区、城東
区、西成区
の３区が未
達成 

変更なし 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①様々な活動主体の情報
収集 

・地域活動協議会連絡会
議や交流会等でポータ
ルサイトの掲載状況の
提供や、活用方法など
の周知を行う。（通年） 

・一部の区では、イベン
トの実施報告のポータ
ルサイト掲載や、区事
業のポータルサイト登
録などの情報発信を行
う。（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議、各種団体の会議や交
流会でポータルサイト
の活用方法などの周知
を行った。 

・一部の区では、イベント
の実施報告やボランテ
ィア募集に関連する区
事業を市民活動総合ポ
ータルサイトなどによ
り情報発信を行った。 

 

（実施状況：○） 

・ポータルサイ
トの活用につ
いて理解の促
進が必要であ
る。 

・引き続き、地域活動協議会
連絡会議や交流会等でポー
タルサイトの掲載状況の提
供や、活用方法などの周知
を行う。 

・一部の区では、引き続き、イ
ベントの実施報告のポータ
ルサイト掲載や、区事業の
ポータルサイト登録などの
情報発信を行う。 

 

16件

13件

10件

7件

8件

0件

8件

5件

5件

5件

5件

11件

5件

9件

7件

5件

2件

8件

5件

5件

6件

9件

5件

1件

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値５件】

※②を除く各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

②企業等とのネットワー
クの積極的な活用 

・連携企業等がもつネッ
トワークやリソースな
どの強みを分析、整理
し、庁内ポータルに掲
載する。（通年） 

・包括連携協定締結企業が
もつネットワークやリ
ソースなどの強みの分
析、整理を行ったが、庁
内ポータルへの掲載ま
でには至っていない。 

 

（実施状況：△） 

・連携による効
果等が各所属
に十分に伝わ
っていない。 

・包括連携協定締結企業がも
つ強みの整理結果を庁内ポ
ータルに掲載する。 

・包括連携協定締結企業以外
の連携企業等がもつネット
ワークやリソースなどの強
みを分析、整理し、庁内ポー
タルに掲載する。 

③交流やコーディネート
の場づくりなど 

・地域活動協議会、企業、
ＮＰＯとを結びつけら
れるよう、取組事例の
紹介を行うとともに、
多様な活動主体間の交
流の場やコーディネー
トの場、区で立ち上げ
たネットワークを活用
し、連携を促進する。
（通年） 

・一部の区では、区に設
置した市民活動相談窓
口を活用し、多様な活
動主体間のコーディネ
ートを行う。（通年） 

・地域活動協議会、企業、
ＮＰＯとを結びつけら
れるよう、取組事例の紹
介を行うとともに、区役
所主催の交流会などの
多様な活動主体間の交
流の場、区で立ち上げた
ネットワークを活用し、
連携を促進した。 

・一部の区では、区に設置
した市民活動相談窓口
を活用し、団体間同士で
の協力に結び付けた。 

 

（実施状況：○） 

・様々な活動主
体の活動状況
などの情報を
収集しておく
必要がある。 

・様々な活動主体の活動状況
について、最新の情報を収
集しながら、引き続き、地域
活動協議会、企業、ＮＰＯを
結びつけられるよう、取組
事例の紹介を行うととも
に、多様な活動主体間の交
流の場やコーディネートの
場、区で立ち上げたネット
ワークを活用し、連携を促
進する。 

・一部の区では、引き続き、区
に設置した市民活動相談窓
口を活用し、多様な活動主
体間のコーディネートを行
う。 

④地縁型団体への情報提

供など 

・地域のニーズや課題に
適した活動が行えるよ
う、市民活動総合ポー
タルサイトなどで、連
携事例や適切な支援メ
ニューの情報提供を行
う。（通年） 

・より連携協働のメリッ
トが活かせる情報を収
集及び提供するため、
地域ニーズの把握を行
うほか、具体的な取組
事例の報告や情報交換
の活性化を図る。（通
年） 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、各区における様々
な活動主体間の連携に
基づく取組を把握し、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。（３月） 

・市民活動総合ポータルサ
イトを活用し、地域のニ
ーズや課題を把握し、地
域行事や防災の取組で
の区内の地域団体、企業
との連携について情報
提供を行った。 

・より連携協働のメリット
が活かせる情報を収集
及び提供するため、地域
ニーズの把握を進め、地
域活動協議会や地域団
体の会議に出席し、具体
的な取組事例の情報共
有を行った。 

 

（実施状況：○） 

・様々な活動主
体の活動状況
などの情報を
収集しておく
必要がある。 

・引き続き、地域のニーズや
課題に適した活動が行える
よう、市民活動総合ポータ
ルサイトなどで、連携事例
や適切な支援メニューの情
報提供を行う。 

・様々な活動主体の活動状況
に関する最新情報を収集及
び提供し、より連携協働の
メリットが活かせるよう、
引き続き、地域ニーズの把
握を行うほか、具体的な取
組事例の報告や情報交換の
活性化を図る。 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、各区における
様々な活動主体間の連携に
基づく取組を把握し、区長
会議安全・環境・防災部会に
おいて、各区の取組内容を
共有する。（３月） 
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柱 1-Ⅳ-ア 市民活動に役立つ情報の収集・提供 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度目標 

の評価 
30 年度以降の目標 

①支援メニューを今後の活動に役立てられたと感じ
た利用者の割合 

29 年度 80％ 

91.5％ 達成 30 年度 92％ 
31 年度 93％ 

②市民活動総合ポータルサイトに利用登録する団体
が掲載情報を活用した割合 

29 年度 30％ 
（28 年度実績 21.3％） 

40.7％ 達成 30 年度 45％ 
31 年度 50％ 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①市民活動支援メニューの 
充実 

・広く市民に市民活動総合
支援事業等をＰＲするた
め、わかりやすい印象の資
料を作成する。（５月） 

・交流の場が一過性に終わ
らないよう、継続的な交流
の場となるプラットフォ
ームを構築する。（６月） 

・より広域的に新たな連携
協働の取組がうまれるよ
う、プラットフォームの場
を活用し、担い手同士のつ
ながりを作る。（通年） 

・広く市民に市民活動総合
支援事業等をＰＲする
ため、わかりやすい印象
の資料を作成し、市民団
体が主催する各種イベ
ントにて説明、提供し
た。 

・交流の場が一過性に終わ
らないよう、継続的な交
流の場となるプラット
フォームとして、ウェブ
サイト上に「掲示板」を
構築した。 

・各区や地域で開催されて
いる交流会への参加や
団体への取材を行い、人
材情報の発掘を行った。 

 

（実施状況：○） 

・さらなる認知
度の向上に努
める必要があ
る。 

・掲示板の活性
化に向けた工
夫が必要であ
る。 

・引き続き、広く市民に市
民活動総合支援事業等
をＰＲするため、各支援
メニューの有用性や利
便性等をわかりやすく
伝えることができる資
料を作成、発信する。 

・交流の場が一過性に終わ
らないよう、交流の場の
参加者に掲示板の活用
を促し、活発な意見交換
が行われるようにする。 

・さらに、交流の場の参加
者に加え、発掘した人材
にも、交流の場への参加
及び掲示板での意見交
換への参加を促し、掲示
板の活性化に取り組む。 

②「市民活動総合ポータルサ
イト」の活用促進による情
報提供の充実 

・区役所、まちづくりセンタ
ー職員への理解を深める
とともに、より効果的に周
知活動が行えるよう資料
を作成する。（５月） 

・住所を入力すると居住地
の地域活動協議会やその
取組内容が表示される機
能を追加する。（８月） 

・個人登録機能を追加する
など、活動へのモチベーシ
ョンを高める機能を追加
する。（８月） 

・大学生ボランティア募集
情報や大学生ボランティ
アへの優遇措置等を一覧
で表示できるようにする。
（８月） 

・区役所、まちづくりセン
ター職員への理解を深
めるとともに、より効果
的に周知活動が行える
よう資料を作成し、区役
所職員向け研修にて説
明、提供した。 

・住所を入力すると居住地
の地域活動協議会やそ
の取組内容が表示され
る機能を追加した。 

・個人登録機能は、システ
ム構築にとどまった。 

・大学生ボランティア募集
情報や大学生ボランテ
ィアへの優遇措置等を
一覧で表示できるよう
にした。 

 

（実施状況：△） 

・市民活動総合
ポータルサイ
トの有用性、
登録のメリッ
トについて、
区役所職員、
まちづくりセ
ンター職員の
理解をさらに
深める必要が
ある。 

・追加機能につ
いての認知度
向上に向けた
取組が必要で
ある。 

・区役所職員、まちづくり
センター職員の理解を
より深めるよう、市民活
動総合ポータルサイト
の有用性、登録のメリッ
トをPR するための資料
を提供する。 

・個人登録機能を追加する
など、活動へのモチベー
ションを高める機能を
公開する。 

・地域活動協議会、個人登
録や大学生ボランティ
アに関する追加機能の
認知度向上に向け、区役
所職員やまちづくりセ
ンター職員への資料提
供や大学生に情報が届
きやすい関係先へのＰ
Ｒを行う。 
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柱 1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

①まちづくりセン
ター等の支援を
受けた団体が支
援に満足してい
る割合 

29 年度 75％ 
 
 

24 区中 16 区で目標値を上回っ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

西区、西
淀川区、
淀川区、
東淀川
区、生野
区、旭
区、城東
区、東住
吉区の８
区が 未
達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90.0%

83.0%

97.0%

94.0%

90.0%

76.0%

91.0%

82.0%

91.0%

78.0%

76.0%

79.0%

75.0%

86.0%

78.0%

78.0%

77.0%

84.0%

88.0%

86.0%

85.0%

76.0%

83.0%

88.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標

88.9%

81.2%

95.5%

91.9%

85.7%

63.6%

89.9%

80.3%

89.0%

76.6%

45.3%

74.8%

55.1%

84.5%

71.2%

53.3%

57.5%

80.3%

82.4%

84.6%

75.2%

43.1%

81.7%

86.3%

0.0% 100.0%

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標値７５％】

89.0%

82.0%

96.0%

93.0%

88.0%

75.0%

90.0%

81.0%

90.0%

77.0%

75.0%

77.0%

65.0%

85.0%

75.0%

75.0%

75.0%

82.0%

85.0%

85.0%

80.0%

75.0%

82.0%

87.0%

0.0% 100.0%

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

30年度目標
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目標 29 年度実績 
29 年度 
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

②各区において派
遣型の地域公共
人材が活用され
た件数 

29 年度 各区１件 
30 年度 各区１件 
31 年度 各区１件 
 

24 区中 15 区で目標値を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

未達成 

都島区、此花
区、中央区、西
淀川区、東淀
川区、鶴見区、
阿倍野区、平
野区、西成区
の９区が未達
成 

変更なし 

 

取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①まちづくりセンター等
による支援についての
評価基準の設定と支援
内容の見直し 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。（通年） 

・新たな評価指標「自律
度」について、あらため
て共通認識を持つ必要
がある。（上期） 

・各区の自律度の状況を
可視化したうえで、あ
らためて自律度の趣旨
を説明する機会を設け
る。（上期） 

・各地域活動協議会の自
律的な運営をめざし、
地域の担い手へのヒア
リングやアンケート、
「地域カルテ」の活用
等により各地域活動協
議会の現状や課題を把
握したうえで、地域の

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、
区長会議安全・環境・防
災部会のもと、まちづ
くりセンター等の支援
内容を収集し、共有用
資料の確認を行った。
（６～８月） 

・より客観的に地域活動
協議会の運営状況に係
る「自律度」を示すこと
が可能となるよう、区
長会議において、地域
活動協議会の運営状況
を客観的に判断するた
めの取組例を設定し
た。（６～８月） 

・各区の自律度の状況を
可視化するためにデー
タを整理し、説明に向
けた調整を行った。 

・各地域活動協議会の自
律的な運営をめざし、
地域の担い手へのヒア
リングやアンケート、
「地域カルテ」の活用
等により各地域活動協

・地域の状況を
見極め、円滑
に支援内容を
変えていく必
要がある。 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、各区の取組内容を
共有する。 

・新たな評価指標「自律度」に
ついて、区長会議で設定し
た取組例と併せて、自律度
の測定方法を区役所職員に
説明する。 

・各区の自律度の状況を分か
りやすく示す資料を作成
し、自律度の趣旨を区役所
職員に説明する。 

・引き続き、各地域活動協議会
の自律的な運営をめざし、
地域の担い手へのヒアリン
グやアンケート、「地域カル
テ」の活用等により各地域
活動協議会の現状や課題を
把握したうえで、地域の実
情に即した支援を行う。 

・引き続き、「地域カルテ」を
活用し、各地域のニーズや
課題に適した支援内容の見
直しを行う。 

・中間支援組織の支援内容を、
地域の実情に応じて企画立
案や運営方法のノウハウ伝

1件
0件

1件
0件
0件

1件
1件
1件
1件
1件

0件
6件

0件
1件
1件
1件

2件
0件
0件

1件
1件
1件

0件
0件

0件 7件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

【目標値１件】

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

実情に即した支援を行
う。（通年） 

・「地域カルテ」を活用し、
各地域のニーズや課題
に適した支援内容の見
直しを行う。（通年） 

議会の現状や課題を把
握したうえで、会計面
の支援のみならず、自
主財源確保や担い手不
足への対応など、地域
の実情に即した支援を
行った。 

・「地域カルテ」を活用し、
各地域の実情に応じ
て、一部の地域で、支援
内容を企画立案や運営
方法のノウハウ伝達等
にシフトした。 

 

（実施状況：○） 

達等にシフトしていく。 

②派遣型地域公共人材の
活用方策の明確化、活用
促進と活用事例の共有 

・派遣型地域公共人材の
機能と活用事例を収
集・整理し、活用方策と
ともにわかりやすく情
報発信する。（通年） 

・区役所やまちづくりセ
ンター等のホームペー
ジ、ＳＮＳ（Facebook、
Twitter など）などの多
様な広報媒体やイベン
ト等でのチラシ配布に
より、派遣型地域公共
人材制度の周知を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の会議
で、派遣型地域公共人
材の説明を行い、活用
を促す。（通年） 

 

・派遣型地域公共人材の
活用事例について、内
容、成果、利用団体の感
想等を整理し、庁内ポ
ータルに掲載し、各区
に周知を行った。 

・区役所やまちづくりセ
ンター等のホームペー
ジ、ＳＮＳ（Facebook、
Twitter など）などの多
様な広報媒体やイベン
ト等でのチラシ配布に
より、派遣型地域公共
人材制度の周知を行っ
た。 

・地域活動協議会の会議
で、派遣型地域公共人
材の説明を行い、活用
を促した。 

・一部の区では、地域活動
協議会の運営委員会等
での周知を予定してい
たが、それに向けた会
長・役員との事前調整
にとどまった。 

 

（実施状況：△） 

・各地域におい
て地域公共人
材の活用の有
用性について
理解を浸透さ
せる必要があ
る。 

・派遣型地域公共人材の活用
事例について、随時更新す
る。 

・引き続き、区役所やまちづく
りセンター等のホームペー
ジ、ＳＮＳ（Facebook、
Twitter など）などの多様な
広報媒体やイベント等での
チラシ配布により、派遣型
地域公共人材制度の周知を
行う。 

・引き続き、地域活動協議会の
会議で、派遣型地域公共人
材の説明を行い、活用を促
す。 

・一部の区では、地域において
活用の有用性についての理
解が進むように、地域活動
協議会の運営委員会におい
て周知を行う。 
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柱 1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

 

29年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 29年度末時点）」から一部抜粋）  

目標 29 年度実績 
29 年度
目標 
の評価 

30 年度以降の目標 

各区が関与した 
ＣＢ/ＳＢ起業件
数及び、社会的ビ
ジネス化事業創
出件数 

29 年度～31 年度
の３年間で各区
６件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

22区中 12区で目標値を上回った。 

 

上段：目標、下段：実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※都島区、此花区については、  

30 年度からの目標設定 

 

未達成 

中央区、
天王寺
区、西淀
川区、旭
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区、鶴見
区、阿倍
野区、住
之江区、
東住吉
区、西成
区の 10

区が未達
成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2件

2件

2件

3件

3件

1件

2件

1件

3件

2件

2件

2件

2件

4件

0件

3件

2件

3件

2件

3件

3件

3件

2件

2件

0件 5件

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

30年度目標

2件
4件

1件
3件
3件

4件
3件

4件
3件
3件

4件
1件

3件
0件
0件

2件
4件

3件
3件
3件

2件
3件
3件

4件

0件 5件

北区
都島区
福島区
此花区
中央区
西区
港区

大正区
天王寺区
浪速区

西淀川区
淀川区

東淀川区
東成区
生野区
旭区

城東区
鶴見区

阿倍野区
住之江区
住吉区

東住吉区
平野区
西成区

31年度目標

3件

2件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

2件

1件

2件

1件

2件

1件

1件

2件

1件

1件

2件

1件

1件

3件

3件

0件

1件

2件

1件

0件

1件

0件

3件

1件

4件

7件

1件

0件

0件

1件

0件

1件

0件

1件

0件

0件 10件

北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【29年度目標・実績】
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取組の実施状況 

30 年度の取組内容 
30 年８月末までの 

主な取組実績 
課題 

30 年９月以降の取組内容 
（課題に対する対応） 

①ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビ
ジネス化支援チームの
結成 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。（通年） 

・各区でどのような事業
が検討できるかを調査
し、その事業に関する
市内外の事例を情報収
集するなど、関係局や
実施区と連携して進め
る。（通年） 

・ＣＢ等に関する職員の
理解を深めるために、
職員を対象とする研修
や説明会を実施する。
（通年） 

・他区や他都市の成功事
例等の情報共有を積極
的に行い、ＣＢ/ＳＢ化、
社会的ビジネス化の機
運を高め、取組につな
がるよう支援を行う。
（通年） 

 

 

 

 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活
用できるよう、区長会議
安全・環境・防災部会のも
と、29 年度プラン振返り
シートを参考に、北区、此
花区、港区、住之江区への
取材を実施した。（６～７
月） 

・ＣＢ等の実施に係る税の
取扱いについてＦＡＱを
作成し、ＣＢ職員研修で
周知するとともに、庁内
ポータルに掲載した。（７
月） 

・各区で新たな事業を検討
できるよう、公園での広
告枠運用事業について、
建設局と連携し、地域向
け説明資料の作成にとり
かかった。（７～８月）ま
た、29 年度から進めてい
るコミュニティ回収※３に
ついては、コミュニティ
回収支援チームにより、
地域向け説明会を開催し
た。（４～８月） 

・ＣＢ等に関する職員の理
解を深めるために、職員
を対象とする研修会（基
礎編）を実施した。（７月） 

・各区のＣＢ/ＳＢ化、社会
的ビジネス化の取組状況
を各区で共有するととも
に、ホームページで公開
した。（６月） 

・一部の区では、地域で現在
行っている事例について
中間支援組織と共有した
が、他区事例などの研究、
各地域への情報提供に至
っていない。 

 

（実施状況：△） 

・ＣＢ等の意義
や必要性に対
する認識を高
める必要があ
る。 

・一部の区で
は、他区事例
等の収集が遅
れている。 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活
用できるよう、取材事例
を共有する。 

・ＣＢ等の実施に係る税の
取扱いに係るＦＡＱにつ
いて、随時更新を行う。 

・公園での広告枠運用事業
について、建設局と連携
し、地域向け説明資料を
作成し、各区に周知を行
う。また、コミュニティ回
収については、引き続き、
コミュニティ回収支援チ
ームにより、地域向け説
明会を開催する。 

・ＣＢ等に関する職員の理
解を深めるために、職員
を対象とする研修会（基
礎編フォローアップ、実
践編）を実施する。 

・引き続き、他区や他都市の
成功事例等の情報共有を
行う。 

・ＣＢ等の意義や必要性を
地域に説明し、機運を高
める。 

・一部の区では、他区事例等
の収集を行い、地域への
情報提供や活用方法の検
討を行う。 

※３ コミュニティ回収…本市で実施している古紙・衣類分別収集を、地域コミュニティが主体となって行

うもの。 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 


